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 １ 産業労働部の取組方針 
 
 
 

令和６年度山口県当初予算は「人口減少克服に向けた施策の構

築」、「やまぐち未来維新プランの着実な推進」、「持続可能な財政基

盤の確立」の３つを基本方針としています。 

産業労働部においては、産業維新の中核を担う部として、「やまぐ

ち産業労働プラン」、「やまぐち産業イノベーション戦略」、「やまぐ

ち産業脱炭素化戦略」などを踏まえ、本県の潜在力や強みを最大限

活かし、本県活力の源となる産業力を大きく伸ばす取組を進めます。 
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２ 予算の状況 
 

 
 
 

【一般会計】
（単位：千円、％）

令 和 ６ 年 度
当 初

Ａ

令 和 ５ 年 度
当 初

B

増　　減

Ａ－B

824,519 813,532 10,987

1,260,708 967,185 293,523

105,517,237 106,959,221 ▲ 1,441,984

54,033 1,382,321 ▲ 1,328,288

452,475 449,867 2,608

585,193 571,448 13,745

1,704,506 1,381,726 322,780

1,276,994 1,263,399 13,595

1,845,901 1,538,633 307,268

107,221,743 108,340,947 ▲ 1,119,204

54,033 1,382,321 ▲ 1,328,288

【特別会計】
（単位：千円、％）

令 和 ６ 年 度
当 初

Ａ

令 和 ５ 年 度
当 初

B

増　　減

Ａ－B

491,033 1,138,535 ▲ 647,502

264,831 77,227 187,604

281,298 260,707 20,591
　産業団地整備事業
　特別会計 107.9

区　　分

対前年度比

Ａ／Ｂ

　中小企業近代化
　資金特別会計 43.1

　土地取得事業特
  別会計
（産業団地管理費分）

342.9

一 般 行 政 経 費 120.0

施 策 的 経 費 99.0

県営建 築事 業費 3.9

給 与 費 101.1

給 与 費 100.6

一 般 行 政 経 費 102.4

施 策 的 経 費 123.4

産 業 労 働 部 計 110,398,671 112,525,300 ▲ 2,126,629 98.1

県営建 築事 業費 3.9

労 働 費 2,742,174 2,403,041 339,133 114.1

給 与 費 101.4

一 般 行 政 経 費 130.3

施 策 的 経 費 98.7

区　　分

対前年度比

Ａ／Ｂ

商 工 費 107,656,497 110,122,259 ▲ 2,465,762 97.8
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３３ 施策・事業体系 

産業維新   
産業基盤の整備              ○ 新型コロナウイルス感染症対応資金信用保証料支援事業(P31) 

新 半導体・蓄電池産業集積強化事業(P８)  ○ 新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給事業 (P31) 
〇 企 業 立 地 サ ポ ー ト 事 業(P９)  

産業人材の育成・確保 〇 企 業 立 地 推 進 強 化 事 業(P10)  
○ やまぐち IT・サテライトオフィス誘致推進事業(P10)  新 若者との共創による県内企業魅力向上事業(P32) 
○ 産 業 団 地 整 備 推 進 事 業(P11)  新 高度外国人材確保支援事業(P33) 
○ 東部地域企業誘致加速事業(P11)  拡 中小企業リスキリング支援事業(P33) 
2050 年カーボンニュートラルを原動力 
とした本県産業の成長支援 

 拡 県外人材県内就職促進事業(P34) 
 拡 若 者 県 内 定 着 促 進 事 業(P34) 

新 再生医療等実用化・産業化推進事業(P12)  〇 首都圏等プロフェッショナル人材還流促進事業(P35) 
拡 地域イノベーション拡大推進事業(P12)  〇 県 内 企 業 魅 力 発 信 事 業(P35) 
○ 次世代産業イノベーション加速化事業(P13)  〇 県外キャリア人材確保応援事業(P36) 
〇 「水素先進県」実現加速化事業(P13)  ○ デジタルを活用した採用力強化支援事業(P36) 
拡 自動車産業電動化イノベーション等創出支援事業 (P14)  ○ 高 度 産 業 人 材 確 保 事 業(P37) 
〇 カーボンニュートラルコンビナート構築事業(P15)  ○ 外国人材企業受入支援事業(P37) 
〇 ヘルスケア関連産業創出事業(P16)  ○ 地域若者サポートステーション機能強化事業(P37) 
○ 産業技術センター運営費交付金(P16)  ○ 雇用のセーフティネット強化事業(P38) 
ＤＸ・デジタル化の推進 

 ○ 次代を担う産業人材育成推進事業(P38) 
 ○ ものづくり産業技能向上対策事業(P39) 

〇 中小企業デジタル経営転換支援事業(P17)  ○ 職 業 能 力 開 発 支 援 事 業(P39) 
○ 中小企業ＤＸ等促進支援事業(P17)  

大交流維新 拡 宇宙利用産業創出支援事業(P18)  
○ 航空機・宇宙機器産業参入促進事業(P18)  

新たな市場開拓の推進 〇 水中次世代モビリティ関連産業育成事業(P19)  
○ やまぐち IoT 導入サポーター派遣事業(P19)  拡 海 外 展 開 総 合 支 援 事 業(P40) 
○ データサイエンス活用促進事業(P19)  ○ 貿 易 商 談 会 等 開 催 事 業(P40) 

中堅・中小企業、小規模事業者の成長支援 
 ○ 山口発！水産インフラ輸出構想展開支援事業(P41) 
 

生活維新 拡 県内創業・事業承継促進事業(P20)  
〇 やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業(P21)  

働き方改革の推進 〇 スタートアップ起業家育成事業(P22)  
〇 まちなかにぎわい創出プロジェクト推進事業(P22)  新 未来につなぐやまぐち共育て応援事業(P42) 
○ 東部地域産業振興センター整備事業(P23)  〇 「新しい働き方」導入支援事業(P43) 
○ IoT ビジネス創出促進事業(P24)  〇 女性デジタル人材育成事業(P43) 
○ 地域中堅・中核企業支援事業(P24)  ○ 子育て女性等の活躍応援事業(P44) 
○ 中小企業等知財支援拠点形成促進事業(P25)  〇 女性・シニア新規就業促進事業(P44) 
○ 九州・山口ベンチャーマーケット開催事業 (P25)  ○ 障 害 者 雇 用 促 進 事 業(P45) 
○ 小規模事業経営支援事業(P25)  ○ いきいきシルバー世代就業支援事業(P46) 
○ 中小企業団体育成指導事業(P26)  ○ 労 働 者 福 祉 対 策 事 業(P46) 
○ 東部地域小規模事業者支援事業(P26)  ○ 労 働 福 祉 金 融 対 策 費(P46) 
○ 産業振興支援機能構築事業(P26)  

物価高騰緊急対策 新 経営力再構築伴走支援プラットフォーム形成事業 (P27)  
○ 小規模企業者等設備貸与事業資金(P27)  新  賃金見直しによる人材確保・定着支援事業 (P47) 
○ 新事業活動支援設備貸与事業資金(P27)  ○ 小規模事業者応援キャンペーン事業(P47) 
○ 中 小 企 業 制 度 融 資(P28)  新 やまぐち中小企業物流 DX 促進事業(P48) 
○ 金 融 調 整 事 業(P30)  ○ 物価高騰対策ＥＣ送料支援事業(P48) 
○ 損 失 補 償(P31)   
○ 信 用 保 証 料 率 低 減 事 業(P31)   
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３ 施策・事業体系   

 

«参考» 
 

(地独)山口県産業技術センター事業 (P49)  (公財)やまぐち産業振興財団事業 (P51) 
   

■ 成長型中小企業等研究開発支援事業 

◇ 基盤技術研究開発事業 

◇ 特定技術研究開発事業 

◇ 新事業創造支援センター事業 

◇ 研究会事業 

・ やまぐちブランド技術研究会 

・ やまぐち３Ｄものづくり研究会 

・ 衛星データ解析技術研究会 

・ スマート★づくり研究会 

・ 環境・エネルギー研究会 

・ 水中ロボット技術研究会 

◇ 技術支援事業 

◇ 受託・共同研究事業 

◆ 半導体・蓄電池産業集積強化事業【再掲】 

◆ 地域イノベーション拡大推進事業【再掲】 

◆ 「水素先進県」実現加速化事業【再掲】 

◆ 自動車産業電動化イノベーション等創出支援事業【再掲】 

◆ 産業技術センター運営費交付金【再掲】 

◆ 宇宙利用産業創出支援事業【再掲】 

◆ 水中次世代モビリティ関連産業育成事業【再掲】 

◆ IoT ビジネス創出促進事業【再掲】 

 経営課題解決支援           

◇ 総合相談体制整備事業 

◆ 中小企業リスキリング支援事業【再掲】 

◆ やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業【再掲】 

◆ 中小企業デジタル経営転換支援事業【再掲】 

◆ 中小企業 DX 等促進支援事業【再掲】 

◆ やまぐち中小企業物流 DX 促進事業【再掲】 

◆ 首都圏等プロフェッショナル人材還流促進事業【再掲】 

◇ 経営・技術診断助言事業 

◇ 経営管理・技術研修事業／経営意識向上研修事業 

■ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 

■ 中小企業活性化協議会事業 

■ 事業承継・引継ぎ支援センター事業 

◆ 県内創業・事業承継促進事業【再掲】 

◆ 小規模企業者等設備貸与事業資金【再掲】 

◆ 新事業活動支援設備貸与事業資金【再掲】 

技術研究開発､技術交流･技術移転支援  

 ■ 知財総合支援窓口運営事業 

◆ 中小企業等知財支援拠点形成促進事業【再掲】 

■ 中小企業等外国出願支援事業 

◇ メカトロ技術センター運営事業 

創業・事業化支援           

◆ 県内創業・事業承継促進事業【再掲】 

販路開拓支援             
◇ 下請取引あっせん事業 

◇ 販路開拓支援事業 

◆ 環境関連製品販路開拓事業 

◆ 海外展開総合支援事業【再掲】 

◆ 航空機・宇宙機器産業参入促進事業【再掲】  

◆ 半導体・蓄電池産業集積強化事業【再掲】 

◆ 物価高騰対策 EC 送料支援事業【再掲】 
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３ 施策・事業体系   

 

 
 

(一財)山口県国際総合センター事業 (P56) 山口しごとセンター事業 (P57) 
  

国際経済交流の推進          

◇ 貿易相談・ビジネス支援 

◇ 貿易等に携わる人材の育成・確保支援 

◇ 貿易に関する情報収集・提供 

 

産業交流の推進            

◇ 海外事務所（テナント）の誘致・業務支援 

◇ 地域との連携 

◇ 海峡ゆめタワーへの誘客推進 

 

テナントの管理運営          

◇ 国際貿易ビル及び国際貿易ビルの入居者用駐車場の管理運営  

 

国際総合センターの管理運営（指定管理事業）   

◆ コンベンション誘致及びタワー誘客 

◆ お客様サービスの充実 

◆ 施設の維持管理 
 

若者・女性・シニア等の就職支援（指定管理事業） 

◆ 山口しごとセンター管理運営費【後掲】 

県外人材の県内就職の促進         

◆ 県外人材県内就職促進事業【再掲】 

外国人留学生の就業促進・外国人材受入企業への支援 

◆ 外国人材企業受入支援事業【再掲】 

企業による働き方改革の取組への支援   

◆ 「新しい働き方」導入支援事業【再掲】 

高校生の県内就職支援         

◆ 明日のやまぐちを創る！高校生就職支援事業（教育委員会事業）  

建設産業の担い手確保・育成の支援         

◆ 建設産業活性化推進事業（土木建築部事業） 

◆ 建設産業就労環境改善支援事業（土木建築部事業）  

育休取得促進や共育てしやすい職場環境づくりへの支援 

◆ 未来につなぐやまぐち共育て応援事業【再掲】  

賃金見直しによる人材確保・定着支援         

◆ 賃金見直しによる人材確保・定着支援事業【再掲】 

 

 

■ … 国事業    ◇ … プロパー事業    ◆ … 県事業 
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４ 主要事業 

 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

■ 産業基盤の整備 

■  

■ DX・デジタル化の推進 

拡 地域イノベーション拡大推進事業 （P12） 

★イノベーション推進センターの機能強化 

拡 宇宙利用産業創出支援事業（P18） 
★宇宙利用産業における新たなビジネスモデルの構築、 

衛星データを活用したサービス提供への支援 

新 半導体・蓄電池産業集積強化事業（P８） 

★半導体・蓄電池分野における研究開発・事業化を支援 

★台湾の関係団体との MOU 締結を契機とした販路拡大の促進 

■ 

新 経営者保証免除促進資金（P30） 

拡 県内創業・事業承継促進事業(P20） 

★創業支援金・移住創業支援金の支給 

★女性起業家の創出や成長の支援 

拡 自動車産業電動化イノベーション等創出支援事業（P14） 
★自動車のライフサイクル全体での低炭素化に向けた設備導入に対する支援 

新 再生医療等実用化・産業化推進事業（P12） 
★県内における再生医療・細胞治療・遺伝子治療等の実用化・産業化の推進 

拡 海外展開総合支援事業（P40）  

★新たな市場の開拓に向け、経済成長著しいベトナムへ、現地企業や

行政機関等と交流する企業訪問団を派遣 

■大 交 流 維 新  

新 経営力再構築伴走支援プラットフォーム形成事業（P27） 

★地域の特色や中小企業の経営課題に応じた最善の支援の提供に向けて 

「経営・金融一体型支援」のプラットフォームを形成 
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 主要事業 
 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

○ 小規模事業者応援キャンペーン事業（P47） 
★商工会議所等が実施するイベント等の経費支援 

新 やまぐち中小企業物流 DX 促進事業（P48） 
★持続可能な物流の実現に向けた、デジタル技術を活用した取組に 

対する支援 

○ 物価高騰対策 EC 送料支援事業（P48） 
★県内事業者が運営するＥＣサイトでの販売送料支援 

新 若者との共創による県内企業魅力向上事業（P32） 

★若者の視点を取り入れた企業の魅力向上に向けた取組を支援 

★奨学金返還支援制度創設奨励金の支給 

■ 産業人材の育成・確保 

新 高度外国人材確保支援事業（P33） 

★海外の高専生と県内企業等との交流を図り、県内企業への就職を支援 

新 賃金見直しによる人材確保・定着支援事業（P47） 

★初任給等引上げ応援奨励金の支給 

 

生産性向上・人材創造拠点 
（やまぐち産業振興財団） 

■ 働き方改革の推進 

 

★育児休業の取得を推奨する企業に対する奨励金の支給 

★共育て職場環境づくりに対する支援 

★共育てサポートサービス創出に対する支援 

拡 県外人材県内就職促進事業（P34） 
★移住支援金の対象地域を 3 大都市圏（８都府県）へ拡大 

生 活 維 新  

拡 中小企業リスキリング支援事業（P33） 
★中小企業への人的資本経営の導入を促進するため、普及啓発セミナー等を実施 

拡 若者県内定着促進事業（P34） 
★若年層に向けた企業の魅力情報発信の強化や若者と企業の 

新たな出会いの場の創出等の実施 

新 未来につなぐやまぐち共育て応援事業（P42） 
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 産業維新 a  

■ 産業基盤の整備                          

新 半導体・蓄電池産業集積強化事業           181,266 千円 

世界的な市場拡大が見込まれる半導体・蓄電池産業の集積に向けて、
研究開発の促進や販路拡大、人材確保・育成の取組を強化します。 

 

〔事業内容〕 
１ 研究開発・事業化支援や企業の参入促進 

▽やまぐち産業イノベーション促進補助金（半導体・蓄電池分野） 
 半導体・蓄電池分野における研究開発・事業化を促進 
 [補助対象] 県内中小企業を含む２者以上による研究グループ 
 [補 助 率] 2/3  
[補助上限] 30,000 千円（特別枠 100,000 千円） 
[研究開発期間] １年（特に必要と認められる場合、最長３年間） 
 

▽部材開発推進補助金（半導体・蓄電池分野） 
 県内企業の参入促進に向けた部材開発支援 
 [補 助 率] 2/3 [補助上限] 5,000 千円 
 

２ 台湾の関係団体とのＭＯＵ締結※を契機とした販路拡大の促進 
 ▽県内企業と台湾企業との交流・連携の強化 
  ・日台双方での企業見学会や商談会等の開催 
  ・海外展開に向けた県内関連企業のシーズ調査、情報発信 
 

※台湾の工業技術研究院・台湾電子設備協会と、やまぐち産業振興財団・山口県

産業技術センターとの間で、半導体関連産業における技術交流及び市場拡大に

関する MOU（覚書）を締結 

 

３ 産学公連携による人材確保・育成の推進 
 ▽人材確保・育成に向けた検討会の設置・運営 
  ・半導体・蓄電池分野に係る人材確保・育成に関する調査 
  ・新たな人材確保・育成対策の検討・構築 
  ・学生の理解促進を図るためのセミナー開催 
  

４ 推進体制の整備 
 ▽「やまぐち半導体・蓄電池産業ネッ 

トワーク協議会」の運営 
 

 
 

 

今後、世界的な市場拡大が見込まれる半導体・蓄電池分野につい

て、研究開発・事業化の促進や台湾企業との交流・連携拡大を図る

とともに、産学公連携による人材確保・育成を推進し、関連産業の

集積強化を図る。 

〔担当課・室〕産業政策課（産業企画班）        083-933-3166  

       イノベーション推進課（技術革新支援班） 083-933-3143 

ポイント 
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産業維新a  

○ 企業立地サポート事業                   1,448,499 千円 

雇用機会の拡大や本県経済の活性化を図るため、充実した優遇制度に

より、企業の新規立地・拡大投資を促進します。 

〔事業内容〕  

１ 企業立地促進補助金 

▽企業立地に係る設備投資・新規雇用に対して一部を補助 

《補助の概要》 

 設備投資：補助率５～２０％ 

      補助上限額最大５０億円 

 新規雇用：正社員   最大 160 万円/人 

      正社員以外 最大  30 万円/人 

 

２ 本社機能等移転促進補助金 

▽県外から本県へ本社機能等を移転する企業に対して一定額を補助 

《補助の概要》 

移転する常用雇用者一人あたり５０万円 

３ ＩＴ・サテライトオフィス誘致推進補助金 

▽デジタル関連産業等の新規立地に係る家賃等に対して一部を補助 

  《補助の概要》 

・通信回線使用料及び家賃に係る経費（３年間）、新規雇用に対

して地元市町を通じて一部を補助 

 ・サテライトオフィス（中山間地域が対象）については、旅費や車

借上げ、レンタルオフィス利用料、施設改修等も一部を補助 

４ 産業団地取得補助金 

▽県関与団地を取得する企業に対して一部を補助  
《補助の概要》 

   用地取得額：４０％以内 
※地元市の補助がある場合、合わせて最大８０％ 

       
 

〔担当課・室〕企業立地推進課 083-933-3145  
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産業維新a  

○ 企業立地推進強化事業                39,756 千円 

魅力ある雇用の場の創出など地域への多面的な波及効果が期待でき

る優良企業の誘致を進めるため、創意工夫を凝らした効果的な誘致活

動を展開し、新規立地・拡大投資を促進します。 

〔事業内容〕 

１ 情報収集・ＰＲ ※一部、山口県企業誘致推進連絡協議会事業 

▽市町と連携した積極的な情報発信、適地パンフレット等の作成 

▽企業誘致の受け皿となる事業用地の発掘 【企業局との連携】 

▽大都市圏での「企業立地フォーラム」の開催など、 

トップセールスによる効果的なＰＲ【企業局との連携】 

２ 企業へのアプローチ・誘致企業へのアフターケア 

▽東京･大阪企業誘致センターと一体となった積極的な企業訪問 

▽立地企業へのきめ細やかなケアによる更なる内発展開を促進 
【企業局との連携】 

〔担当課・室〕企業立地推進課 083-933-3145 

○ やまぐちＩＴ・サテライトオフィス誘致推進事業   26,835 千円 

 若者・女性の県内定住を図るため、情報発信の強化・人材の育成等に
より、魅力ある雇用の場の創出が期待できるデジタル関連企業等の進
出を促進します。 

〔事業内容〕 

１ 情報発信・ネットワークの構築 ※一部、山口県企業誘致推進連絡協議会事業 

▽オンラインセミナーの実施、ＩＴ専門展示会への出展、「お試しサ

テライトオフィス」の実施等による効果的な情報発信 

 

 

 

 

 

▽本県ゆかりの首都圏デジタル関連企業と県内のデジタル関連企業

との情報交換会を開催 

２ 人材の確保・育成 

▽都市部デジタル関連企業・教育機関と連携したデジタル人材育成  

３ サポート体制の構築 

▽やまぐちＩＴ・サテライトオフィスサポートセンター 

によるワンストップの相談・サポート体制の構築 

〔担当課・室〕企業立地推進課 083-933-3145 
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産業維新 

〇 産業団地整備推進事業               280,234 千円 

地域経済の自立や活性化、県内定住の促進等の多面的な波及効果が

期待できる優良企業の更なる誘致を実現させるため、企業の受け皿と

なる産業団地を整備する。 

〔事業場所〕 光市大字小周防及び大字束荷 地内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業内容〕 

▽造成工事に必要となる設計及び先行工事を実施 

▽用地取得に関する調査及び用地の取得を実施 

〔事業計画〕 

〔担当課・室〕企業立地推進課 083-933-3145 

〇 東部地域企業誘致加速事業            200,000 千円 

国の再編関連特別地域整備事業を活用した独自の優遇制度により、

東部地域への企業立地を促進し、産業振興や地域の活性化を図ります。 

〔担当課・室〕企業立地推進課 083-933-3145 

〔事業内容〕 

東部地域企業誘致加速補助金 

 ▽製造業等の企業立地に係る設備投資等に対して一部を補助 

 ▽デジタル関連産業等の企業立地に係る家賃等の一部を補助 

産業団地整備箇所 
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あ産業維新 

■ 2050 年カーボンニュートラルを原動力とした本県産業の成長支援 

新 再生医療等実用化・産業化推進事業              31,485 千円 

医療関連産業の育成・集積に向け、県内企業と大学等が共同で取り組
む再生医療、細胞治療、遺伝子治療等の実用化・産業化を目指す革新的
なプロジェクトを支援します。 

 

〔事業内容〕 やまぐち再生医療等実用化・産業化推進補助金 

▽研究開発等に対する補助 
［補 助 率］1/2 ［補助上限］30,000 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

急速な市場の拡大が見込まれる再生医療、細胞治療、遺伝子治療

等の県内での研究開発・事業化等を支援する新たな支援制度の創設 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（次世代産業推進班） 083-933-3150  

拡 地域イノベーション拡大推進事業          132,597 千円 

 環境・エネルギー、医療、バイオ関連産業の育成・集積に向け、幅広
い分野から技術や課題を持ち寄るオープンイノベーションを推進する
とともに、地域イノベーションの拡大を図ります。 

 

〔事業内容〕 

１拡イノベーション推進センターの機能強化 

 

 

 

 

 

 

２ やまぐち次世代産業推進ネットワークの運営等 

 ▽マッチング・交流支援、首都圏展示会等への出展支援 等 
 

 

イノベーション推進センターの機能を強化し、地域への高い波及

効果が見込まれる研究開発プロジェクト等を重点的に支援 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（次世代産業推進班） 083-933-3150 

ポイント 

ポイント 
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あ産業維新 
 

 

○ 次世代産業イノベーション加速化事業          137,856 千円 

 環境・エネルギー、医療、バイオ関連産業の育成・集積に向け、県内
企業と大学等が共同で取り組む先導的・先進的な研究開発・事業化等を
支援します。 

 

〔事業内容〕 

 １ やまぐち産業イノベーション加速化補助金 

 

 

 

 

 

 

 カタパルト アドバンス 

対象分野 環境・エネルギー、医療（ヘルスケアを含む。）、バイオ関連分野 

対 象 者 県内中小企業を含む２者以上からなる共同体 

補 助 率 ２／３ 

事業期間 １年間 原則として１年間（最長３年間） 

補助上限 ５００万円 １，５００万円 

２ やまぐち産業イノベーション促進補助金 

  ▽ 県内企業等の研究開発等の取組に対する補助（補助率 2/3） 
   ※ 令和４・５年度採択事業の継続分 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（次世代産業推進班） 083-933-3150 

〇「水素先進県」実現加速化事業               48,688 千円 

 「水素先進県」実現の加速化に向けて、燃料電池自動車等の導入促進
など水素需要の拡大を図るとともに、県内中小企業等の水素関連産業
への参入を支援します。 

〔事業内容〕 
１ やまぐち水素成長戦略推進協議会の開催等 

 ▽水素利活用の全県普及に向けた取組を実施 

２ 燃料電池自動車等の導入促進 

 ▽市町が実施する燃料電池自動車等の購入費助成の嵩上げ支援 

  ［補助率］市町補助額の 1/2 ［補助上限］500 千円 

３ 水素関連製品の部材開発等に対する支援 

 ▽水素関連産業への参入促進及び県内企業が開発した 

水素関連製品のコスト低減等に向けた部材開発支援 

［補助率］2/3 ［補助上限］5,000 千円  

〔担当課・室〕産業脱炭素化推進室 083-933-2474 

H2

H2水電解
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拡 自動車産業電動化イノベーション等創出支援事業    106,416 千円 

 カーボンニュートラルの実現に向けた生産車両の電動化シフト及び
生産工程の低炭素化への対応に向け、研究開発の促進や設備導入への
支援等を実施し、自動車関連産業の持続的な成長・発展を図ります。 

 

〔事業内容〕 
１ 産学公金連携組織の運営・連携事業の推進 

 ▽電動車のコア技術等を解説する電動車関連 

  部品展示説明会の開催 

▽電動化関連技術をテーマとした研究会の開催 

 新生産工程の低炭素化に向けたセミナー等の開催 

 ▽自動車専門コーディネータによる企業間のマッチング等の支援 

 ▽県内企業の保有技術等をＰＲする展示商談会の開催 等 

２ やまぐち自動車産業電動化イノベーション等促進補助金による支援 

 電動化関連枠 新 脱炭素関連枠 

補助対象 
電動化に対応した新技術

等の研究開発・実証試験 

自動車等生産工程の低炭

素化に資する設備の導入 

補 助 率 1/2 1/2 

補助上限 30,000 千円 10,000 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

 自動車のライフサイクル全体での低炭素化に向けた支援を拡充

し、新たに生産工程の低炭素化に資する設備導入への補助を実施す

るとともに、低炭素化関連セミナー等を開催する。 

〔担当課・室〕産業脱炭素化推進室 083-933-2474 

ポイント 
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○ カーボンニュートラルコンビナート構築事業     1,019,500 千円 

 コンビナートのＣＯ２排出削減や次世代燃料・素材の供給基地化につ
ながるコンビナート連携事業の実施を支援し、脱炭素社会の産業拠点
となる「カーボンニュートラルコンビナート」への転換を促進します。 

 

〔事業内容〕 

１ コンビナート企業や自治体等による地域の連携体制の構築・活性化 

２ 連携事業のコーディネート 

３ カーボンニュートラルコンビナート構築促進補助金 

▽コンビナート企業が実施する連携事業に対して一部を補助 

  [補 助 率] 2/3 

[補助上限] フィジビリティスタディ： 50,000 千円(２年以内) 

研究開発・実証試験    ：300,000 千円(３年以内) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔担当課・室〕産業脱炭素化推進室 083-933-2474 
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○ ヘルスケア関連産業創出事業             24,965 千円 

 山口市産業交流拠点施設に設置した「やまぐちヘルスラボ」を核に、
企業のヘルスケア関連製品・サービスの事業化支援や県民の健康づく
りを通じて、ヘルスケア関連産業の創出・育成を図ります。 

 

〔事業内容〕 

１ ヘルスケア関連産業推進組織の運営 

 ▽企業、大学、産業支援機関等を会員とする「やまぐちヘルスケア関

連産業推進協議会」を主体に、会員相互の交流や連携の場を創出 

２ ヘルスケア関連製品・サービスの事業化支援及び県民の健康づくり 

 ▽「やまぐちヘルスラボ」を核に、企業からの相談対応や事業化に

係るマネージメントを行うほか、製品・サービスの評価・検証に

県民がモニターとして参画する仕組みも活用して事業化を支援 

 ▽健康イベントの開催や情報提供による県民の健康づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（次世代産業推進班） 083-933-3150 

○ 産業技術センター運営費交付金                  821,691 千円 

 地方独立行政法人山口県産業技術センターが自主的・自律的な業務

運営を行うために必要な運営費等を交付します。 
 

 

 

 

 

 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（技術革新支援班） 083-933-3143 

〔事業内容〕 

▽法人が自主的・自律的に行う業務運営の財

源に充てるため、県が法人に対し使途を特

定しない運営費交付金を交付 
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■ ＤＸ・デジタル化の推進                      

○ 中小企業デジタル経営転換支援事業         169,504 千円 

デジタル技術を活用し、生産性向上や既存ビジネスの変革等を目指

す取組を支援するとともに、情報セキュリティ対策支援を実施するこ

とにより、中小企業のデジタル経営転換を促進します。 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

○ 中小企業ＤＸ等促進支援事業               58,222 千円  

デジタル技術を活用したビジネスの実現を主導する人材等の育成を
支援することで、中小企業のＤＸ等の取組を促進します。 

 

〔事業内容〕  
１ セミナーや研修等の実施 
▽ＤＸの機運醸成に係るセミナーの実施 
▽ＤＸ推進人材育成（経営層等向け研修）の実施 
▽ＤＸ等の人材育成に係る経費への補助 
▽ＤＸ戦略策定・実行についての専門コンサルタント等による指導・

助言 
２ 支援体制整備 
▽複数の専任コーディネータによる伴走支援  

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

〔事業内容〕 

１ デジタル対応型経営課題診断の実施 
 ▽専門家による指導・助言の実施 

２ 段階に応じた補助制度による支援 
 ▽革新的な生産性向上や既存ビジネスの変革、新規ビジネスの創出

を目指す取組に係る経費を助成 
 

ＤＸツール導入型 
情報処理システム

構築型 
先駆型 

補助上限 ５００千円 １，５００千円 ５，０００千円 

補助率 １／２ １／２ １／２ 

補助対象 
デジタルツールの

導入に係る経費 
情報処理システム

構築に係る経費 
ＤＸの取組に係る

設備導入等経費 

３ 情報セキュリティ対策の支援 
 ▽情報セキュリティ対策に係るセミナーの実施 
 ▽情報セキュリティ対策に必要な設備導入等の経費を助成 
  〔補助率〕1/2 〔補助上限〕500 千円 
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拡 宇宙利用産業創出支援事業                  64,505 千円 

ＪＡＸＡ、山口大学との連携協力協定の締結等、優れた宇宙データ利
用環境を有する本県の強みを活かし、宇宙利用産業の振興を図ります。 

 

〔事業内容〕 
１ 宇宙データ利用推進センターの運営 
▽技術アドバイザーによる衛星データ解析等に係る技術的支援等 

２新衛星データ活用ビジネス創出支援事業 
▽衛星データを活用したシステム等の事業化に向けた開発の補助 

［補助率］2/3 ［補助上限］15,000 千円 
３新衛星データ活用ソリューション利用促進事業 
▽山口県における衛星データを活用した取組を県内外へ 

発信 
４ 宇宙データ活用に向けた共同研究 
▽衛星データ解析技術研究会における産学公連 

携による共同研究等 

 

 
 

 

今後、市場規模の拡大が見込まれる宇宙利用産業において、新たな

ビジネスモデルの構築に加え、衛星データを活用したサービスの提供

を支援するとともに、衛星データの利用促進を図る。 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（技術革新支援班） 083-933-3143 

○ 航空機・宇宙機器産業参入促進事業             9,641 千円 

航空機・宇宙機器産業への県内企業の参入促進に向け、企業連携によ

る受注体制の強化や販路開拓の取組を支援し、本県の航空機・宇宙機器

産業の裾野の拡大と競争力強化を図ります。 
 

〔事業内容〕 
１ 「山口県航空宇宙クラスター」※体制強化 
 ▽航空機・宇宙機器産業への参入に必要な体制構築やノウハウの獲得

への支援 
２ 販路開拓 
▽国内外の大規模展示会等への出展支援 
▽航空・宇宙分野に精通した専門家の配置による売込み支援 

 
 
 
 

 
 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

※航空機・宇宙機器産業において、機械加工、板金等の優れた
技術を有する県内ものづくり企業からなる共同受注グループ 

ポイント 

※ 
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○ 水中次世代モビリティ関連産業育成事業        22,150 千円 

 艦艇装備研究所岩国海洋環境試験評価サテライトの運用開始を契機
として、ROV（遠隔操作型水中ドローン）など水中次世代モビリティ関
連産業の振興を図ります。 

 

〔事業内容〕 

１ 水中ロボット技術研究会の運営 

 ▽技術導入や研究開発等の支援拠点の運営 

２ 水中次世代モビリティ利活用普及促進に向けた実証 

▽社会実装に向けた実証事業の実施 

３ 水中ロボットコンテストの開催 

▽技術交流の場として水中ロボットコンテストを開催 

４ 水中ロボットコンテスト出場に向けた開発支援 

 ▽[補 助 率] 1/2 [補助上限] 500 千円 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（技術革新支援班） 083-933-3143 

○ やまぐちＩｏＴ導入サポーター派遣事業       1,500 千円 

 県内地域中核企業等のＩｏＴ等未来技術の研究開発・活用を支援し

ます。 
 

〔事業内容〕 
▽最先端の技術、ノウハウ等を有する大手ＩＴ企業等をサポーター

として登録・派遣し、企業のニーズに応じたサポートを実施 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

○ データサイエンス活用推進事業           2,565 千円 

 新ビジネスの創出や生産性向上につながるデータサイエンスの活用

とそれを担うデータサイエンティスト※の育成が強く求められている

ことから、産学公連携によりデータサイエンスの活用を推進し、県内企

業の技術力・研究開発力の強化に取り組みます。 

 

〔事業内容〕 
１ データサイエンティスト育成に係る専門カリキュラムの受講支援 

 ▽山口大学の専門カリキュラム受講に対する支援 

２ ビッグデータ解析等によるケーススタディの実施 

 ▽山口大学と県内企業が連携してビッグデータ解析、高度統計処理等 

を活用したケーススタディを実施 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234  

※ 情報処理や統計学等の知見に基づき、データから価値を創出し、ビジネス課題に

答えを出す専門人材 
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■ 中堅・中小企業、小規模事業者の成長支援             

拡 県内創業・事業承継促進事業           146,469 千円 

 多様な創業や円滑な事業承継を促進するための一体的な環境整備の

推進により、本県経済の持続的な成長と雇用の場の創出を図ります。 

〔事業内容〕 
１ 創業と事業承継の一体的支援の推進 
▽創業・事業承継総合サポートセンターの運営 

事業承継・引継ぎ支援センターとの連携による総合的な支援 
▽商工会議所等による創業・事業承継支援の取組強化 

商工会議所等が実施する専門家派遣等の支援の取組を補助 
 
２ 円滑な事業承継の促進 

▽事業承継集中支援期間の設定 
市町や商工団体等と連携した普及啓発活動等の集中的実施 

▽後継者育成支援プログラムの実施 
後継者候補を対象に、経営者として必要な知識等の修得を支援 

▽経営課題診断の実施 
経営課題診断員が事業承継の取組の早期着手を支援 

 ▽中小Ｍ＆Ａアドバイザーの派遣 
  中小Ｍ＆Ａアドバイザー派遣による第三者事業承継の促進 
 
３ 多様な創業の実現に向けた支援 

▽創業支援情報の効果的な発信 
ポータルサイトを活用した創業関連情報の効果的な発信 

拡創業支援金・移住創業支援金の支給 
創業補助金 [補助率]1/2 [補助上限]2,000 千円 

移住創業支援金  

［補助上限］世帯 1,000 千円、単身 600 千円、18 歳未満の帯同
世帯員 1 人につき 1,000 千円加算 

 ※対象地域を東京２３区から東京圏（東京、埼玉、千葉、 
神奈川）、中京圏（愛知）、近畿圏（大阪、兵庫、京都）に
拡大（拡大地域の補助上限は上記の２分の１） 

▽創業支援コーディネータの配置 
創業支援コーディネータが、移住創業をはじめとした創業者の掘
り起こしから創業後の伴走・定着までを総合的に支援 

拡女性起業家創出成長支援 
創業支援施設の運営、成長支援セミナー、交流会等の実施 

▽社会起業家育成支援 
様々な社会課題をビジネスの手法により解決する社会起業家を育
成する支援プログラム 

中小企業の円滑な事業承継を促進するとともに、移住者や女性等

多様な分野の創業・成長を支援し、本県経済の活力強化を図る。 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

ポイント 
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○ やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業       156,761 千円 

カーボンニュートラル※を契機とした県内中小企業の持続的経営へ

の転換と成長・発展を実現するため、県内中小企業に対し、脱炭素経営

に向けた意識づけとともに、その取組を後押しします。 

〔担当課・室〕産業脱炭素化推進室 083-933-2474 

〔事業内容〕 

１ セミナーの開催等 

▽県内中小企業や支援機関を対象に、脱炭素経営の必要性をはじめ、

具体的な取組へつなげるためのセミナーを開催【企業局との連携】 

▽脱炭素化に向けた取組促進のため、ＣＯ２排出量算定や脱炭素計画

策定を支援【企業局との連携】 

▽県内において脱炭素化に先進的に取り組むモデル企業を創出する

ため、設備の導入を支援 

［補助率］1/2 ［補助上限］10,000 千円 

 

  

  

  
   
   
  
 
 

 

 

２ 脱炭素関連製品の売込み等の支援 

 ▽カーボンニュートラルの流れを新たなビジネスチャンスと捉え、県

内において先導的企業を創出するため、脱炭素関連製品の売込み・

改良等を支援 

［補助率］1/2 ［補助上限］2,500 千円 

▽展示会共同出展等により県内の脱炭素関連製品の販路開拓を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※温室効果ガスの排出量と 
吸収量を均衡させること 
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〇 スタートアップ起業家育成事業           51,138 千円 

 起業人材の育成やスタートアップコミュニティの形成を促進すると

ともに、投資家向けピッチ※１コンテストでの資金獲得等を支援し、急

成長するスタートアップ※２の創出を促進します。 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180  

○ まちなかにぎわい創出プロジェクト推進事業      80,500 千円 

県内商業エリアのにぎわい創出に向け、商店街組合等が行うデータ
マーケティングに基づく来訪者ニーズを捉えた新たな取組に係る経費
を補助します。 

 

〔事業内容〕 
１ データマーケティングに係る経費に対する補助 
▽補 助 率 新規 3/4 継続 1/2 
▽補助上限 新規 9,000 千円 継続 6,000 千円 
▽対象経費 専門家による伴走支援、 

データ分析経費 備品費 等 

２ データマーケティングに基づく来訪者ニーズを 
捉えた新たな取組に対する補助 

▽補 助 率 市町補助額の 1/2 
▽補助上限 1,000 千円  
▽対象経費 来訪者ニーズを捉えた魅力発信・活性化に向けたイベ

ントの開催経費 等 

※データマーケティング：消費者のさまざまなデータを分析し、意思

決定や企画立案に活用するマーケティング

手法 

〔担当課・室〕経営金融課（指導班） 083-933-3185 

〔事業内容〕 
１ 起業家教育の支援 

▽高等学校等が実施する起業家教育に係る 
カリキュラムの作成や授業運営を支援 

２ 新規事業開発体験プログラムの実施 

▽講義や個別メンタリング等により大学生等 
に対して事業開発プロセスを学ぶ機会を提供 

３ スタートアップ機運の醸成 

▽セミナーやワークショップ、交流会を開催 
４ 支援体制の推進 

▽加速度的な事業拡大を目指す者に対して 
関係機関と協働した支援を提供 

５ ロールモデル（目標）となるスタートアップの創出 

▽専門家によるビジネスモデル確立やピッチトレーニングの支援 
▽ピッチコンテスト出場等を通じた資金獲得や事業提携の支援 

※1：開発した商品やサービスを短時間で投資家などにプレゼンテーションすること 
※2：研究開発等によるイノベーション創出を通じた急激な成長が見込まれる企業 

新規事業開発体験プログラム 

ピッチの様子 
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〇 東部地域産業振興センター整備事業            54,033 千円 

 県内企業の成長促進に向けて、東部地域の産業振興支援の拠点となる
「東部地域産業振興センター(仮称)」を整備します。 

〔担当課・室〕産業政策課（産業企画班） 083-933-3166 
 

〔事業内容〕東部地域産業振興センター(仮称)整備に係る基本・実施 

設計 

《整備基本計画の概要》 

 「インキュベーション※1・オープンイノベーション※2機能」、「ＤＸ

支援機能」、「県産業支援機関のブランチ

機能」の３つの中核機能を有する施設 

〔整 備 場 所〕岩国市今津町 
（岩国商工会館敷地） 

〔規 模〕延床面積：約３，１００㎡ 

〔機 能〕 

企業入居スペース 

○インキュベーション室（創業者用入居室） 
○事業者入居室（ＩＴ産業等の地域企業支

援事業者用の居室） 
○シェアオフィス（共用型の１人用執務室） 

人材育成・ 
交流スペース 

○交流スペース・コワーキングスペース 

情報発信スペース ○展示室 

研究・ 
開発スペース 

○試験・計測支援室 
○工作室 

相談スペース ○相談室（対面・オンライン） 

ブランチスペース ○支援機関執務室 

〔事 業 費〕約３０億円 
〔スケジュール〕令和５年度～７年度 基本・実施設計、用地取得 
       令和７年度～９年度 建設工事 
       令和９年度中    供用開始 
 

※1 創業間もない起業家や新分野へ展開しようとする起業家をサポートし、その成長や

事業化を促進すること。 

※2 積極的に内部と外部の技術やアイデアなどの交流等を行うことによりイノベーショ

ンを創出することやその方法論のこと。 
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○ ＩｏＴビジネス創出促進事業             38,680 千円 

 県産業技術センターに設置した支援拠点等により、県内中小企業に
おけるＩｏＴ等未来技術を活用した新たなビジネスの創出を促進しま
す。 

 

〔事業内容〕 

１ 支援拠点の運営 

 ▽「スマート★づくり研究会」における 

ワークショップの開催等を通じた事業 

アイデアの創出や技術検証の支援 

▽ＩｏＴ基盤の整備による試行の場の提供 

▽技術開発や人材育成の支援 

２ 未来技術を活用した新商品・サービス等の 

開発に対する支援 

 ▽やまぐち産業イノベーション促進補助金 

  [補 助 率] ２／３ 

[補助上限] 研究開発促進枠：5,000 千円 

通常枠：15,000 千円 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

○ 地域中堅・中核企業支援事業             5,000 千円 

 県経済を牽引する「地域中核企業」の創出・成長を支援するため、各
関係機関の強みを活かした多様な公的・民間支援メニューにより、成長
意欲の高い企業に対する総合サポートを推進します。 

 

〔事業内容〕 

１ 企業訪問等による課題・ニーズの把握及び整理 

 ▽県内中堅・中小企業を中心とした企業訪問・ヒアリングの実施やチ

ーム連絡会議の開催等を通じ、課題・ニーズを把握 

２ 公的・民間支援メニューを活用した総合サポート 

 ▽地域未来投資促進法の活用等による各種支援 

（国・県の補助制度や課税特例、官民による金融支援 等） 

▽金融機関や産業支援機関との連携によるコンサルティングやビジ

ネスマッチング等 
３ 企業経営者情報交換会等の実施 

   

〔担当課・室〕産業政策課（産業企画班） 083-933-3166 

 

【スマート★づくり研究会の様子】 

【AI 検査装置開発の様子】 
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○ 中小企業等知財支援拠点形成促進事業        10,607 千円 

 企業、地域における現場の知財ニーズへ対応するため、大学、公設試、

支援機関等との連携による支援等を行う知財専門人材の配置や、中小

企業の知的財産の活用に向けた取組を支援します。 
 

〔事業内容〕 
１ 「中小企業知財コーディネータ」の配置 
▽開放特許や未利用特許の活用等、地域中小企業の技術移転等を支援 

２ 「地域連携知財コーディネータ」の配置 
▽地域における知財ニーズへの対応や各支援機関等との連携による支援等 

３ 知的財産活用支援事業 
▽優れた技術・ブランド等の知財活用のための国内出願に対する支援 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（技術革新支援班） 083-933-3143 

○ 九州・山口ベンチャーマーケット開催事業        1,072 千円 

九州・山口各県と経済団体等が連携し、国内外で活躍できる企業の輩
出に向けたビジネスマッチングイベントを開催します。 

 

〔事業内容〕 
▽ [開催時期]令和６年１１月頃 [開催場所]福岡県 

[内  容] 
・在京及び地場ベンチャーキャピタル等 
と各県選出企業の個別面談会 

・ビジネスプラン発表会 
・経済団体やビジネスパートナー等との 
 交流会 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180      

○ 小規模事業経営支援事業             1,231,100 千円 

小規模事業者の経営や技術の改善発達を図るため、その支援専門機
関である商工会議所、商工会、山口県商工会連合会が行う各種の取組に
対し助成します。 

 

〔事業内容〕  
１ 経営改善支援 
▽金融、税務、経理等経営管理に関する相談及び指導等 

２ 経営発達支援 
▽ビジネスプランに基づく経営の推進等に向けた経営セミナーの開

催、専門家の派遣等 
３ 事業継続力強化支援 

▽自然災害等のリスク認識に向けた注意喚起、事業継続力強化に向
けた取組や対策の普及啓発等 

４ 地域の特産品等の開発、普及に関する事業の実施等 

〔担当課・室〕経営金融課（指導班） 083-933-3185 
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○ 中小企業団体育成指導事業             96,561 千円 

 事業協同組合の設立をはじめとする中小企業の連携、共同化を推進

するため、山口県中小企業団体中央会が行う取組に対し助成します。 
 

〔事業内容〕  
▽組合の設立・運営指導、組合の人材育成 
▽組合活動の活性化に向けた情報提供や事業継続計画策定支援 
▽各組合の課題に対応した専門家派遣、研修会等の実施 
▽企業組合の商品開発・販路開拓支援        等 

〔担当課・室〕経営金融課（指導班） 083-933-3185 

○ 東部地域小規模事業者支援事業           13,551 千円  

 小規模事業者の事業拡大に向け、英語に堪能で契約業務に精通した

専門家の配置など、外国人向けビジネスに対する支援を行います。 
 

〔担当課・室〕経営金融課（指導班） 083-933-3185 

○ 産業振興支援機能構築事業               5,000 千円 

 県内企業の課題を調査・分析し、より実効性の高い産業振興支援に向

けた検討を行います。 
 

〔担当課・室〕産業政策課（産業企画班） 083-933-3166 

 

 

 

〔事業内容〕 
１ 外国人向けサービス産業振興 

▽ビジネスサポートアドバイザーの配置や広告ツール作成支援等 
２ 創業支援               

▽創業支援塾、創業後セミナーの開催               

〔事業内容〕 
▽企業訪問による「企業カルテ」の作成 

企業毎の強み（得意分野や新たなサービス等）・課題（技術開発のパ

ートナー探し等）を収集し、支援や企業間マッチングに活用 
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新 経営力再構築伴走支援プラットフォーム形成事業    3,000 千円 

中小企業の経営課題が複雑・専門化する中、地域や企業の実情に応じ
た最善の支援の提供に向けて、経営と金融の両面からの一体的な支援
を行うためのプラットフォームの形成に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

○ 小規模企業者等設備貸与事業資金    ［貸与枠 150,000 千円］ 

○ 新事業活動支援設備貸与事業資金    ［貸与枠 200,000 千円］ 

 県内中小企業者等の創業及び経営の革新等を図るために必要な設備
の導入に対して、設備貸与を行うことにより、県内中小企業者等の積極
的な設備投資を促進します。 

 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

〔事業内容〕 
１ 「中小企業支援ネットワーク」機能強化 

２ 「経営・金融一体型支援ネットワーク」の創設 

(地域の支援機関や金融機関で構成) 

▽支援担当者向けスキルアップ研修等 
３ 「経営・金融一体型支援チーム」の形成（地域の個社支援） 

▽一体型支援（サポートミーティング）に向けた実践等 
 

 

中小企業の経営環境が目まぐるしく変化し、先を見通すことが困難
な時代において、支援機関や金融機関が一体となった「経営・金融一
体型支援」により、経営の実情に応じた中小企業者支援を展開 

〔事業内容〕 
資 金 名 小規模企業者等設備貸与事業資金 新事業活動支援設備貸与事業資金 

融資対象 
(従業員数 ) 

原則 20 名以下 
※商業･サービス業（宿泊業、娯楽業 

除く）は 5名以下 

21 名～300 名以下 
※商業･サービス業（宿泊業、娯楽業 

除く）は 6名以上 

対象設備 
創業及び経営の革新を図るために必要

な設備 

創業、経営の革新及び医療等特定分野

の事業展開を図るために必要な設備 

利 子 等 
貸与料率：年 1.8％～2.0％ 貸与料率：年 1.8％ 

月額リース料率：3.0％以内 

限 度 額 100,000 千円 

償還期間 10 年以内（1年以内） 

※償還期間の( )は据置期間。リースは据置期間なし。 

ポイント 
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○ 中小企業制度融資             ［融資枠：1,010 億円］ 

 中小企業者が必要とする低利かつ長期の資金を供給することによ
り、中小企業者の経営の安定・強化を図ります。  
〔事業内容〕 

「ゼロゼロ融資」の返済本格化や物価高の影響下で、中小企業の事
業活動の継続に向けた借換需要への対応に加え、保証料を上乗せす
ることで、経営者保証がなくても融資が受けられる新たな融資制度
（全資金に適用）を運用し、中小企業の金融の円滑化を図る。 

 
１ 借換需要等への対応による返済負担の軽減 
 
 
 

「ゼロゼロ融資」の返済本格化や物価高の影響下で、中小企業者の借
換需要等に対応し、返済負担を軽減するとともに、経営改善の取組を円
滑に進めていけるよう、経営課題に応じた金融支援を実施 

２ 経営者保証免除時の信用保証料の一部を支援 
 
 
 

経営者保証を不要とする新たな融資制度の運用に加えて、事業
者が経営者保証の解除を選択する際に生じる「保証料の上乗せ分」
の負担軽減策として特別資金を創設し、中小企業者の思い切った
事業展開を促進 

３ ＤＸに資する身近な取組への支援 

 
 
 
   物価高や人手不足による生産性向上の必要性の高まりを踏ま

え、ＤＸに資する身近な取組についても、新たに融資対象に追加す
るなど、融資対象を拡充 
 

 【融資制度の仕組み】 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
中小企業の経営環境が目まぐるしく変化し、経営課題は多様化する

中、借換資金や経営者保証を不要とする新たな融資制度の運用など、
企業の実情に応じたきめ細かい金融支援を実施 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

 返済負担軽減借換等特別資金（一般枠・活性化枠）［融資枠 300 億円］ 

新 経営者保証免除促進資金           ［融資枠 10 億円］ 

ポイント 

拡 ＤＸ対応支援資金            ［融資枠 5 億円］ 

県 

取扱金融機関 信用保証協会 中小企業者等 

保証料補助等 

保証承諾 

保証依頼 融資申込 

融資実行 

原資預託 
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資   金   名 融資枠(億円) 
融資利率(年%) 

(  )は責任共有制度対象外の場合 
融資限度額 (百万円) 

融資期間(年以内) 
(  )は据置期間 

経 営 基 盤 強 化 資 金 80    

 

産 業 活 性 化 資 金 10 

5年以内    2.0(1.8)※1 
5年超10年以内 2.1(1.9)※1 
10年超     2.3(2.1)※1 
＊融資対象によっては、 
5年以内     1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 
10年超       2.0(1.8) 

280 
(運転50) 

 

＊融資対象によ
っては500 
(運転50) 

運転 5(1) 

設備 15(2) 
 
＊融資対象
によっては 
設備 20(2) 

新経営者保証免除促進資金 10 5年以内     1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 

80 
(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証４号・

５号の対象者160) 
10(1) 

脱炭素経営未来投資応援資金 20 
5年以内     1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 
10年超       2.0(1.8) 

280 15(2) 

雇 用 創 出 支 援 資 金 10 
5年以内     1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 
10年超       2.0(1.8) 

280 
(運転50) 

運転 5(1) 

設備 15(2) 

若 年 者 雇 用 促 進 資 金 5 5年以内     1.2(1.0) 
5年超     1.3(1.1) 

280 
(運転50) 

     10(2) 

女 性 活 躍 応 援 資 金 5 5年以内     1.7(1.5) 
5年超     1.8(1.6) 

50 
(運転20) 

運転 5(1) 

設備 10(2) 

お い で ま せ 山 口 
観 光 振 興 資 金 

5 
5年以内       1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 
10年超       2.0(1.8) 

280 
(運転50) 

運転  5(1) 

設備 15(2) 

事 業 円 滑 化 資 金 5 
5年以内       2.2(2.0) 
5年超10年以内 2.4(2.2) 
10年超        2.5(2.3) 

200 
(運転50) 

運転  5(1) 

設備 15(2) 

組 合 事 業 資 金 5 5年以内    2.0(1.8)※1 
5年超        2.1(1.9)※1 

250 
(運転50) 

運転 5(6月) 

設備 10(1) 

緊 急 対 策 資 金 5 - - - 

創 業 ・ 新 事 業 展 開 支 援 資 金 55    

 スタートアップ創出促進資金 25 5 年以内      1.3【1.0】※3 
5 年超    1.4【1.1】※3 35 10(1) 

事 業 承 継 支 援 資 金 10 

5年以内       1.7(1.5) 
5年超10年以内 1.8(1.6) 
＊融資対象によっては、 
5年以内       1.7 
5年超10年以内 1.8 

200 

   10(2) 

＊融資対象
によっては 

10(1) 

拡Ｄ Ｘ 対 応 支 援 資 金 5 5年以内     1.7(1.5) 
5年超     1.8(1.6) 

100 
(運転50) 

          10(2) 

ビジネスモデル再構築支援資金  10 5年以内     1.7(1.5) 
5年超     1.8(1.6) 100           10(2) 

海外ビジネス展開支援資金 5 5年以内     1.7(1.5) 10 運転  5(1) 

小 規 模 企 業 支 援 資 金 215    

 小 規 模 企 業 支 援 資 金 85 5年以内     1.7(1.5) 
5年超      1.8(1.6) 

40 
(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証５号の対象者80)           10(2) 

小規模企業支援小口資金※2 30 5年以内 1.5、 5年超 1.6 20           10(1) 

短 期 サ ポ ー ト 資 金 100             1.9(1.7)※1 8 
(不況業種 10、組合 48) 運転  6月 

経 営 安 定 支 援 資 金 660    

 

経 営 安 定 資 金 120 

5年以内       1.7(1.5) 
5年超         1.8(1.6) 

80          10(2)          
経 営 支 援 特 別 資 金 120 
原油価格・物価高騰対応資金 60 
賃金引上げ・価格転嫁支援資金 60 

返 済 負 担 軽 減 
借換等特別資金 

一 般 枠 
300 

5年以内       1.5(1.3) 
5 年超         1.6(1.4) 

100 10(5) 

活性化枠 
5年以内       1.5(1.3) 
5年超10年以内 1.6(1.4) 
10年超         1.7(1.5) 

280 15(5) 

令 和 ６ 年 度  新 規 融 資 枠 1,010 - 
※１  保証無は( )の利率に 0.3％加算。 ※２ すべて責任共有制度対象外。 
※３ 【 】は、県外から移住し、県内で、創業予定又は創業後６月以内の者に限る。 
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新 経営者保証免除促進資金（中小企業制度融資）     ［融資枠：10億円］ 

経営者保証の解除を経営者が選択する際に生じる「保証料の上乗せ
分」の負担を軽減し、中小企業者の思い切った事業展開を促進します。 
〔資金の概要〕 

融 資 対 象 

∇ 経営者保証の解除を希望し、次のいずれにも該当 
する法人である中小企業者 
１ ①直近の決算において債務超過ではない 

又は 
②直近２期の決算において減価償却前経常利益

が連続して赤字ではない 
  
２ 過去２年間において、資金繰りの状況等を示す 

書類を金融機関の求めに応じて提出 
 

３ 直近の決算書において代表者への貸付金等がな 
く、かつ、代表者への役員報酬等が社会通念上相当 
と認められる額を超えていない 

融 資 利 率 ５年以内：年１．７％（年１．５％） 
５ 年 超：年１．８％（年１．６％） 

融資限度額 ８千万円（※） 
（※）セーフティネット保証４号・５号を適用する場合は別に８千万円 

保 証 料 率 

＜通 常 分＞年０.３４ ～ １.７６％ 
＜上乗せ分（※通常分に上乗せ）＞ 
融資対象①、②のいずれも満たす場合：年０．２５％ 
⇒ 保証料補助により年０．１０％に軽減 
 
どちらか一方のみを満たす場合：年０．４５％ 

 ⇒ 保証料補助により年０．３０％に軽減 
融 資 期 間 １０年(据置１年)以内 
※ 融資利率の（ ）書きは、責任共有制度対象外の場合 

 

経営者保証の解除を促進し、中小企業の思い切った挑戦を資金面で
後押しする。 

 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

〇 金融調整事業（デジタル技術を活用した金融円滑化事業）   2,568 千円  

新たな感染症等に備え、県制度融資など保証付き融資を受ける際に必
要な市町への申請等手続や信用保証業務に係る電子化に取り組み、中小
企業者への迅速な資金供給や利便性の向上など金融の円滑化を図りま
す。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

ポイント 
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○ 損失補償                      228,894 千円 

 中小企業制度融資のうち、特に政策的に推進していく必要のある資金
について、山口県信用保証協会が履行する代位弁済の一部を補填するこ
とによって、積極的な保証を促進し、融資の円滑化を図ります。 

 

〔事業内容〕 
▽ 設定資金 経営安定資金、経営支援特別資金、原油価格・物価高騰対応

資金、賃金引上げ・価格転嫁支援資金、返済負担軽減借換等特別資金 
▽ 補償割合 信用保証協会が負担する損失の 70％ 

 ▽ 新規補償枠 660 億円（対前年度＋100 億円） 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

○ 信用保証料率低減事業               192,435 千円 

 中小企業制度融資を利用する中小企業者が支払う信用保証料を引き
下げ、負担を軽減し、経営の安定や基盤の強化を図ります。 

 

〔事業内容〕 
▽ 対 象 者 中小企業制度融資（信用保証協会の保証付き）を利用した中小企業者 
▽ 補助金額 基本保証料率の引下げに伴う信用保証協会の減収額 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

○ 新型コロナウイルス感染症対応資金信用保証料支援事業   46,888 千円 

 ゼロゼロ融資の返済が本格化する中、返済計画の見直し（条件変更）
によって追加で生じる信用保証料の補助により、負担を軽減し、中小企
業者の経営の安定を図ります。 

 

〔事業内容〕 
▽ 対 象 者 新型コロナウイルス感染症対応資金を利用した中小企業者  
▽ 補助金額  返済計画を見直す際に支払う信用保証料 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 

○ 新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給事業    814,730 千円 

 当初３年間の利子を補助し、中小企業者の経営の安定を図ります。 
 

〔事業内容〕 
▽ 対 象 者 新型コロナウイルス感染症対応資金を利用した中小企業者  
▽ 補助金額 融資後 3年間までの利子【融資利率 1.0%～1.3%】 

〔担当課・室〕経営金融課（金融支援班） 083-933-3188 
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Ⅱ 人材活力の創造   雇用・人材の育成産業維新   

■ 産業人材の育成・確保                     

新 若者との共創による県内企業魅力向上事業      84,700 千円 

 若者の視点を取り入れた企業の魅力向上に向けた取組やイベントの

企画・運営、奨学金返還支援制度創設奨励金の支給により、県内企業

の魅力向上を支援します。 
 

〔事業内容〕 
１ 企業魅力向上セミナーの開催 

▽若者に選ばれる企業になるためのノウハウ等を習得できるセミナ

ーを開催 

▽個別の課題を有する企業に対しては、専門家による個別相談を実

施 

▽企業が若者と直接意見交換できる機会を創出 

 

２ 奨学金返還支援制度創設奨励金の支給 

▽奨学金返還支援制度を新たに創設した企業に対し、奨励金を支給 

［対象］ 

奨学金返還支援制度を創設した県内中小企業等 

［支給額］６０万円／社 

 

３ 企業紹介イベントの実施 

▽若者主体の企画・運営により、若者の新たな視点で、若者が参加し

たくなるこれまでにない形の企業紹介イベントを実施 

▽SNS 等を駆使した情報発信や若者のつながりを活用

したイベントの周知による若者の参加促進 

 

４ 保護者向け県内企業説明会の開催 

▽高校生や大学生の就職先の決定に影響を与える保護者に向けて、

若者視点を踏まえた県内企業の魅力を紹介する説明会を開催 

▽企画・運営に参画した若者自身の保護者等の具体的

ニーズを踏まえた内容の充実 

 

 

 

若者との共創により若者の新たな視点を取り入れることで、県内

企業の魅力向上の取組をより効果的なものとし、県内企業の人材確

保を促進するとともに、参画した若者自身の県内就職を図る。 

さらに、奨励金の支給により奨学金返還支援制度の創設を促進す

ることで、県内企業の魅力向上の実効性を高める。 

 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254  

ポイント 
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Ⅱ 人材活力の創造   雇用・人材の育成産業維新   

新 高度外国人材確保支援事業             5,800 千円 

海外の優秀な学生の確保に向け、海外の高専生と県内企業等との交流

を図り、県内企業への就職を支援します。 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

拡 中小企業リスキリング支援事業                  21,223 千円 

業務効率化・新事業展開等で必要となるＤＸやＧＸ※１等の新たな分
野のリスキリング※２支援や、普及啓発セミナーの開催等により、中小
企業における人的資本経営の導入促進を図ります。 

 

〔事業内容〕 
１ 県内中小企業を対象としたコンサルティングの実施 
▽従業員の保有するスキルの可視化、業務効率化や新事業展開に必

要となるスキル・資格の整理、業務と並行した研修計画の策定 等 
２ 県内中小企業への取組の横展開 
▽リスキリングに関するセミナーの開催等による県内中小企業への

波及 

３新人的資本経営※３の中小企業への普及啓発 
▽県内中小企業への人的資本経営導入に向けた普及啓発セミナーの

開催、人的資本経営の導入に関する調査の実施 

 
 
 
 

 

 
人的資本経営の重要性が高まる中、セミナー等の開催により県内

中小企業の理解・促進を図るとともに、導入に向けた調査を実施 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

〔事業内容〕 
１ 高度外国人材の採用に関するセミナーの実施 
▽高度外国人材を受け入れている企業の好事例等を周知 
 

２ 高度外国人材マッチング支援 
 ▽海外の高専生と県内企業等の交流事業を実施 
▽関係機関と連携し、県内企業とのマッチングを支援 

 
 

高い専門性と技術力のある外国人労働者が増えつつある機会をと
らえ、海外の優秀な学生と県内企業等との交流を通じてマッチング
させることで、高度外国人材の確保に取り組む県内企業を支援する。 

 

※１ グリーントランスフォーメーション（Green Transformation）の略。次世代エ

ネルギーへの転換によって持続可能な社会を実現させる取組のこと 

※２ 業務上必要とされるスキルの大幅な変化に適応するため、必要なスキルを獲得

する・させること 

※３ 人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な

企業価値の向上につなげる経営のあり方 

 

ポイント 

ポイント 
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人材活力の成産業維新   

拡 県外人材県内就職促進事業             35,823 千円 

 県外に在住している学生から一般求職者までの各層に対して、県内
へのＵＪＩターン就職を総合的に支援します。 
〔事業内容〕 

１拡３大都市圏からの移住就業の促進 
▽国制度を活用した移住就業支援金の支給 
［対象者］東京 23 区からの移住就業者 
［負担割合］国 1/2、県 1/4、市町 1/4 
［補助金額］単身 60 万円 世帯 100 万円 

※18 歳未満の帯同世帯員１人につき最大 100 万円を加算 
 新国制度を活用した地方就職支援金の支給 
  東京都内の大学に通う大学生が県内企業の選

考面接を受けた際の交通費として２万円を支援 
 新移住支援金対象地域の拡大 
  ［対象者］東京都(23 区以外)、埼玉県、千葉県、神奈川県、 

愛知県、大阪府、京都府、兵庫県からの移住就業者 
  ［負担割合］県 1/2、市町 1/2 

［補助金額］単身 30 万円、世帯 50 万円 
※18 歳未満の帯同世帯員１人につき最大 50 万円を加算  

２ 県外就職支援協定締結大学等との連携強化 
▽企業の魅力を発信する「山口デー」、若手社員との交流会の開催 
▽保護者を対象とした就職ガイダンス等の開催 

３ 企業との出会いの場の創出・就職支援 
▽県外就職説明会（東京・大阪）の開催 
 

 

移住支援金の対象地域をこれまでの東京 23 区から 3 大都市圏
（８都府県）へ拡大し、本県への移住就業を促進する。 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班）  083-933-3254 

拡 若者県内定着促進事業                   43,062 千円 

県内企業の魅力情報の効果的な発信や就業体験の推進、若者と企業の
出会いの場の創出により、若者の県内企業への就職・定着を促進します。 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254  

〔事業内容〕 

１新若者と企業の新たな出会いの場の創出 
▽企業から求職者へアプローチするスカウト型就職面談会の開催 
▽高校生の就職フェアへの参加促進 

２ 県内企業の魅力情報等の発信 
新中学生とその保護者向けお仕事体験ワークショップの開催 
▽「ぶちエエやまぐち！就職アプリ」による県内就職情報の発信 
▽ＶＲ企業見学サイト「Miranavi(ミラナビ)」の運営 
▽オンライン企業見学ツアーの開催 

３ 就業体験（インターンシップ等）の推進 
▽学生と県内企業とのマッチング強化、受入先企業の新規開拓 
▽就業体験参加学生への交通・宿泊費の助成支援 
 

 

より若年層に向けた企業の魅力情報発信の強化や若者と企業の新

たな出会いの場の創出等により、若者の県内就職・定着を促進する。 

 

ポイント 

ポイント 
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※東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府、京都府、兵庫県、愛知県からの 

移住就業者には別途補助金あり 

人材活力の創造雇用・人育産業維新   

○ 首都圏等プロフェッショナル人材還流促進事業          71,167千円 

 中小企業の経営課題解決に必要な経営人材やデジタル人材等の専門
人材確保に向け、就業や副業等多様な形態での首都圏等のプロフェッシ
ョナル人材とのマッチングを促進し、「攻めの経営」の実現を図ります。 
〔事業内容〕 

１ プロフェッショナル人材戦略拠点の運営 

▽経営課題に応じた人材ニーズの発掘及び人材紹介事業者への取り
繋ぎによる企業の人材確保支援 

▽プロフェッショナル人材の採用力向上支援 

２ デジタル人材等の就業や副業人材活用のインセンティブとなる補
助制度の実施 
▽就業マッチングに対する補助（マッチング手数料補助） 
〔補助率〕1/2 〔補助上限〕2,000 千円 

▽個別課題に対応した副業人材の活用に対する補助（副業補助） 
〔補助率〕1/2 〔補助上限〕  200 千円 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

○ 県内企業魅力発信事業                 30,000 千円 

山口きらら博記念公園において、屋外型イベントとの連携による県内
企業の魅力発信イベントを実施するとともに、メタバース※を活用した
県内企業の紹介・展示を行い、県内企業の理解促進を図ります。 

※ＷＥＢ上の３次元の仮想空間において、現実世界に近い活動を可能にするもの。 
 

〔事業内容〕 
１ 山口きらら博記念公園での 
「やまぐちＪＯＢフェスタ」の開催 
▽主に若い世代を対象とした県内企業・ 
団体等による、製品や技術を活かした 
ものづくり体験等の実施 

２ メタバースを活用した 
「やまぐちメタワールド」の開催 

 ▽仮想空間上に県内企業のブースを設置 
し、参加者がアバターで自由に様々な 
企業の取組等を閲覧できるイベントの 
実施 

〔担当課・室〕産業政策課（産業企画班） 083-933-3166  
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人材活力の創造   雇用・人育成産業維新   

○ 県外キャリア人材確保応援事業           45,087 千円 

県内企業の県外からの人材確保を図るため、キャリア採用に取り組む企

業を支援します。 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

○ デジタルを活用した採用力強化支援事業       14,886 千円 

若者の県内就職促進に向けて、デジタルを活用した採用活動の考え方・

ノウハウの習得を支援することで、県内企業の採用力を強化します。 

 

 

 

 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254  

〔事業内容〕 

１ 転職者の採用・定着に係るセミナーの実施 

２ 転職フェア出展等への支援 

 ▽企業に対し、転職フェア出展料、 

  転職サイトへの掲載料、ダイレクト

リクルーティングサービス利用料

を補助 

［補 助 率］１／２ 

［補助上限］３０万円 

３ インターンシップ参加者への 

交通費・宿泊費の一部補助 

［補 助 率］１／２ 

［補助上限］交通費   ３万円 

      宿泊費１.５万円 

〔事業内容〕 

１ 企業向けセミナーの開催 

▽若者への情報発信から、採用選考、内定フ

ォローに至るまでの採用活動の各段階に

おいて、デジタルを効果的に活用するため

の知識・ノウハウを習得できる、企業向け

セミナーを開催 

２ アドバイザー派遣による伴走支援 

 ▽採用活動のデジタル化に向けて個別の支援を必要とする県内企業

にアドバイザーを派遣し、セミナーと連動した伴走支援を実施 
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Ⅱ 人材活力の創造   雇用・人材の育成産業維新   

○ 高度産業人材確保事業                12,301 千円 

 県内産業の振興に必要な高度専門知識を有する産業人材の確保を図

るため、奨学金返還補助制度を実施するとともに、併せて県内就職をサ

ポートします。 
〔事業内容〕 
１ 奨学金返還補助制度 

 ▽募集対象 理系大学院生（修士課程１年）、薬学部生（５年） 

 ▽募集人数 ２５名（うち薬剤師枠５名程度） 

▽事業内容   
・対象者の県内就職サポート(就職ガイダンス・企業見学会等) 
・就業実績に応じた補助金の交付 

▽補助内容 

奨学生が大学院等修了後に次の事業所で就業した場合、就業期間に
応じ、奨学金の返還額を補助 

(就業後１２年間のうち６年間の県内就業で満額支給) 

・県内製造業 

・県内情報サービス業 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

○ 外国人材企業受入支援事業              21,668 千円 

 外国人留学生の確保や外国人材の受入支援等により、外国人材の就業

の円滑化を図ります。 

〔事業内容〕 
 ▽山口しごとセンターに外国人材コーディネータを配置し、大学と連

携しながら留学生の採用から定着までハンズオン支援を実施 
 ▽山口しごとセンターに外国人材雇用アドバイザーを配置し、中小企

業からの雇用制度・採用に係る相談等にワンストップで対応 
 ▽中小企業や監理団体等に対し、外国人材の日本語能力向上に寄与す

ると認められる事業の経費の一部を補助 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254 

       産業人材課           083-933-3234 

○ 地域若者サポートステーション機能強化事業      13,769 千円 

 若年無業者等に対し支援を行う「地域若者サポートステーション」に

おいて、専門家によるきめ細かな相談機能を付加し、若者や就職氷河期

世代の職業的自立の強化と県内就職の促進を図ります。 

〔事業内容〕 

▽就職に向けた悩みを持つ若者に対する心理カウンセリングや職場

体験等、ニート等の職業的自立支援を国委託事業と連携して実施 
▽県内４箇所（下関市、宇部市、防府市、周南市）を拠点とし全県で実施 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254 
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人材活力の創造   雇用・人育成産業維新   

○ 雇用のセーフティネット強化事業           6,966 千円 

 就職氷河期世代に対する県内就労や社会参加を支援するほか、大規模

な事業撤退等が発生した場合、地域経済に与える影響を最小限に食い止

めるため、離職者の県内企業への早期再就職を支援します。 
 

〔事業内容〕 

１ 就職氷河期世代活躍支援 

▽就労支援セミナー及び企業向けセミナー 

・就職氷河期世代のうち長期にわたり無業の状態にある方等に対

して、職業意識やコミュニケーション能力の向上につながるオ

ンラインセミナーを実施 

・企業の採用担当者に対して、就職氷河期世代の方々の採用や活

用に関するオンラインセミナーを実施 

 

２ 雇用のセーフティネット緊急対策 

▽雇用対策連携会議の開催 

▽緊急的な県内求人の確保 

離職者に対する新たな求人の確保に向けて、専門の企業支援員に

より、新規求人の開拓、求人情報の収集・提供等を実施 

▽離職者へのマッチング支援 

大規模な雇用調整が行われた地域に対して、山口しごとセンター

の機能を活用し、離職者の早期再就職を効果的に支援 
※倒産やリストラ等により、離職者がおおむね 100 人以上生じる恐れがあり、 

地域の雇用に大きな影響を及ぼすと判断される場合に、本事業を実施 
 

〔担当課・室〕労働政策課（雇用・労働企画班） 083-933-3254 

○ 次代を担う産業人材育成推進事業                8,159 千円  

 「山口マイスター」等を活用した企業や教育・訓練機関での技能講習

等により、次代の山口県産業を担う産業人材の育成を促進します。 
 
〔事業内容〕 

 山口マイスター等のものづくり熟練技能者の派遣      

▽ものづくり熟練技能者を企業や教育・訓練機関等に派遣し、技能講

習・各種技能競技大会に向けた技術指導やものづくり教室を実施 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 
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人材活力の創造   雇用・人育成産業維新   

○ ものづくり産業技能向上対策事業                   12,478 千円 

 若年技能者及び中堅技能者の技能向上や人材育成を支援するととも

に、技能継承の指導体制の整備を行います。 

〔事業内容〕                                        
１ 若年技能者の技能向上に向けた支援                
▽技能五輪全国大会等の参加選手の育成強化等を支援  

技能五輪全国大会、アビリンピック、若年者ものづくり競技大会 

２ 中堅技能者の育成促進 
▽中小企業における中堅技能者の技能向上の取組を支援 
 ・研修内容のアドバイス、適切な指導者の選定・斡旋 
 ・技能向上研修開催経費の補助［補助率］1/2［補助上限］30 万円 

３ 表彰・山口マイスター認定 
 ▽優秀技能者等の知事表彰及び山口マイスターの認定により技能継

承の指導体制を整備 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 

○ 職業能力開発支援事業                469,694 千円  

 民間教育訓練機関等の機動性を活用した多様な職業訓練により、本

県産業を担う人材を育成し離職者等の早期就職を支援します。 

〔事業内容〕 
１ 離転職者等求職者を対象とした職業訓練（委託訓練） 
 ・デジタル分野のスキル習得に向けた職業訓練を強化 

訓   練   種   別 訓練期間/コース 定 員 
長期高度人材 
育 成 コ ー ス 

介護福祉士、保育士、栄養士、IT 
ｴﾝｼﾞﾆｱ、ﾋﾞｼﾞﾈｽ IT 人材、DX 人材 

2ヶ年/12コース 51 人 

知 識 等 習 得 

一般事務＋Ｗeb（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野）、介護福祉士実務者研修 等 6ヶ月/10コース 200 人 
一般事務＋ＩＴ活用力、経理事務 5ヶ月/ 4コース 80 人 
登録販売者、医療・調剤事務 等 4ヶ月/ 5コース 100 人 
一般事務＋ＳＮＳ、医療事務 等 3ヶ月/14コース 280 人 

小       計 660 人 

デ ュ ア ル シ ス テ ム 経理事務、医療事務 等 4～6 ヶ月/6 ｺｰｽ 120 人 

企業魅力体験プログラム  一般事務 4ヶ月/ 2コース 40 人 

e ラーニング ＩＴ資格取得（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野） 4ヶ月/ 1コース 20 人 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ制作（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野）、簿記 等 2～3ヶ月/5ｺｰｽ 55 人 

大型自動車一種運転業務従事者育成コース 2ヶ月/ 1コース 20 人 

高齢求職者スキルアップ・スキルチェンジコース 3ヶ月/ 2コース 40 人 

合        計 62 コース 1,006 人 

２ 在職者を対象とした職業訓練（オーダーメイド型在職者訓練） 
 ・第４次産業革命に対応した職業訓練を実施 

１６コース ３Ｄプリンタを活用したﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧﾌﾞﾘｹｰｼｮﾝ 
３次元CAD SOLIDWORS(基礎) 等 237人 

 

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234  
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 大交流維新 a  

■ 新たな市場開拓の推進                        

拡 海外展開総合支援事業                60,037 千円 

 産業力の維持・強化を図るため、新たな市場の開拓に向け、ＡＳＥＡ
Ｎ等、アジア地域を中心に県内企業の海外展開を総合的に支援します。 

 

〔事業内容〕 
１ 海外販路開拓コーディネータの配置 
 ▽海外展開の様々な段階にある企業の相談にきめ細かく対応 

２ 山口県海外ビジネスサポートデスクの設置・運営 
▽ＡＳＥＡＮ地域を中心に、現地での最新情報の収集、市場調査、 

取引先企業の発掘等を実施 
 
 
 
 

 
 

３新ベトナムへの経済交流訪問団の派遣 
 ▽経済成長著しいベトナムの活力を本県へ取り込むため、現地企業 

や行政機関等と交流する企業訪問団を派遣 

４ 海外販路開拓等支援助成金 
 ▽県内中小企業を対象に、海外販路開拓に 

必要な経費を助成 
［補 助 率］1/2 ［補助上限］500 千円 

５ 展示会等への出展支援 
 ▽輸出関連展示会への出展等を支援 

 

 

 多様な支援メニューを活かし、海外展開の戦略立案から商談の実
施・成約に至るまで、切れ目のない支援を行う。 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（新事業支援班） 083-933-3140 

○ 貿易商談会等開催事業                1,271 千円 

 県内中小企業と東アジア地域内の企業との経済取引を促進し、本県

経済の活性化を図るため、商談会を開催します。 
 

〔事業内容〕 
 ▽県内中小企業の海外取引の契機とするため、

山口県と友好協定を締結している山東省と、
商談会を開催 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（新事業支援班） 083-933-3140 

  

ポイント 
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A 大交流維新 

○ 山口発！水産インフラ輸出構想展開支援事業      20,900 千円 

 漁獲、加工など一連の水産関連企業の立地がある本県の強みを活か
し、県内企業による、ベトナム国キエンザン省に対する漁獲から流通に
至る一連の鮮度管理システムのパッケージでの輸出に向けた取組を支
援し、県内経済の活性化を図ります。 

〔事業内容〕 
１ 国等の支援メニューの活用への支援 

 ▽(独)国際協力機構（ＪＩＣＡ）など国等の支援メニューの活用に向

けた関係機関との調整、実証案件の組成に向けた専門家派遣 

２ 現地における事業展開に向けた支援 

 ▽ＪＩＣＡ実証事業の実証設備を活用したプロモーション活動、現地

企業との商談会の開催、国際的な水産展示会への出展等 
 
【水産インフラ輸出構想の概要】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【JICA 実証事業の概要（令和 5年度実施）】 
［事業内容］保冷効果の高いレムアイスと FRP 魚艙、水揚げ後の品質評価技術を組 

み合わせた「鮮度保持システム」の構築に関する実証事業 
［事 業 費］約 2 億円 
［参加企業］（株）豊物産  レムアイス供給制御システムの整備・構築 

（株）ニシエフ 貯氷タンクと魚艙の FRP 化（FRP：繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ） 
      フジミツ（株） 漁獲物の高品質化や流通に関する技術的評価・助言 
［実証場所］キエンザン省フーコック島 
 
 
 
 
 
 

実証事業イメージ図            実証設備 

〔担当課・室〕イノベーション推進課（新事業支援班） 083-933-3140 
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生活維新 a  

■ 働き方改革の推進                        

新 未来につなぐやまぐち共育て応援事業        186,635 千円 

育児休業の取得促進や共育てしやすい職場環境づくりに取り組む企

業等を支援するとともに、共育てを支えるサービスの創出を支援し、男

女ともに仕事と育児・家事の両立可能な社会の実現に取り組みます。 
 

〔事業内容〕 

１ 育児休業の取得促進 

▽「育児休業取得率 100％」及び「１か月以上の育休取得」を推奨す

る企業等を登録し、奨励金を支給 
〇 育休取得を推奨する企業の奨励 

育休取得を推奨する行動計画を策定 10万円 

育休取得者の業務を代替する対価とし
て手当等の支援策を規定するなどの取
組強化 

10万円 
加算 

  〇 男性の育児休業取得の実績に応じて奨励金を支給 

（従業員 300 人以下の企業等に限る。） 

育児休業取得者に対し、企業等が手当等を支給
した場合の実費（最大3,000円／日） 

１社あたり上限額 
1,095千円 

育児休業取得者が通算90日（３か月）以上の
育児休業を取得 

  50万円 

２ 共育て職場環境づくりの支援 

 ▽テレワークや子連れ出勤に係る環境整備、育休からの職場復帰の 

支援等、企業等の育休取得や共育て職場環境づくりに対する補助金

の交付  
  ［補 助 率］１／２ ［補助上限］1,000 千円 

３ 共育てをサポートするサービスの創出を支援  

▽企業等の共育てをサポートする職場環境づくりに役立つサービス  

を新たに実施する事業者に対する経費の補助 
  ［補 助 率］１／２ ［補助上限］3,000 千円 

 

  

男性の育児休業取得が当たり前となる社会の実現に向け、県内企

業の生産性向上や労働環境の改善の取組を促進する。 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

ポイント 
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A 生活維新 

○「新しい働き方」導入支援事業                   72,857 千円 

「働き方改革」の実現に向け、時間や場所にとらわれない多様な働き方

やデジタル技術の活用により可能となる働き方など「新しい働き方」の導

入支援、相談支援体制の充実・強化、優良事例の創出・波及、また男性の育

児参画促進等に取り組みます。 
 

〔事業内容〕 

１ 「新しい働き方」導入支援ワークショップ及び伴走支援 
（１）ワークショップ 
▽企業の現状分析・課題抽出、専門家による助言・提案の実施 

（２）伴走支援 
▽専門家派遣、職場環境整備に向けた機器等のトライアル利用 

２ やまぐち働き方改革支援センターによる企業・従業員の取組支援 
 ▽支援アドバイザーによる企業へのアウトリーチ支援等 
３ やまぐち働き方改革推進会議による普及広報活動 
▽「誰もが活躍できるやまぐちの企業」認定、 
「やまぐち働き方改革推進優良企業」表彰  

４ 男性の育児参画促進重点啓発 
 ▽出前講座の実施 
５ 男性の育児休業取得促進 
▽セミナーの開催及びＰＲ動画制作 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

○ 女性デジタル人材育成事業                    29,090 千円 

未就業等の女性に対し、プログラミング等のデジタルスキルを習得する

講座やインターンシップを実施し、女性の就業や待遇改善を支援します。 
 

〔事業内容〕 
１ 「やまぐち女性デジタル人材育成コンソーシアム」の運営 

県内企業、大学等と連携し、企業や女性のニーズに沿った人材育成、 
就業支援を実施 

２ デジタル人材育成と就業支援 
▽プログラマー養成講座の実施 
 プログラミング言語（基礎）、セキュリティリテラシー等（定員６０名程度） 
▽就業支援 

  コンソーシアム参画団体等と連携し、女性の能力と希望に応じた就業
を支援 

     

〔担当課・室〕産業人材課 083-933-3234 
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A 生活維新 

○ 子育て女性等の活躍応援事業                     50,961 千円 

 職業訓練の実施を通じた就職する上で必要となる能力の開発・向上によ

り、働く意欲のある子育て女性等の就職を促進します。 
 

〔事業内容〕 

職業訓練の実施 

▽託児サービスを付加した委託訓練 

・１日４時間の短時間訓練（一般事務） 

（定員２０人×２コース） 

・一般訓練（一般事務、経理事務、介護実務等）の定員に託児枠を付加 

（託児枠４人×１０コース） 

▽離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等枠を設定 

一般事務、経理事務、介護実務等（定員６０人） 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

〇 女性・シニア新規就業促進事業              37,553 千円 

 未就業の女性やシニアの多様なニーズに応じた就業機会を創出するとと

もに、企業に対して働きやすい職場環境整備等への支援を行い、女性・シニ

アの希望に応じた就業を促進します。 
 
〔事業内容〕 

１ ステップアップ女性就業促進 

▽女性の時間的制約に応じた雇用の創出 

 ▽就業意欲の喚起・マッチング 

  子育て経験等を強みとした仕事への活用に 

つなげる就業支援 

２ アクティブシニア就業応援 

 ▽シニアの知識や経験・体力に応じた新たな雇用の創出 

▽就業意欲の喚起・マッチング 

 未就業シニアの潜在能力や個性を生かす就業支援 

３ 女性活躍促進施設整備補助金 

 ▽女性の職域拡大等に向けた働きやすい職場環境の整備を支援 

  〔対象経費〕女性専用施設、安全確保施設 等 

  〔補 助 率〕1/2 

  〔補助上限〕大企業 50 万円、中小企業 100 万円 

※「女性活躍応援資金」(中小企業制度融資)による金融支援 

女性が働きやすい職場環境づくりなどに積極的に取り組む中小企業

者を支援［融資枠５億円］ 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

       経営金融課（金融支援班）    083-933-3188  
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A 生活維新 

○ 障害者雇用促進事業                       44,762 千円 

 障害者雇用に係る事業主の理解及び関係機関との連携を促進するととも

に、障害者の職業訓練や就職面接会を実施することにより、障害者の意欲と

適性に応じた就労を支援し、障害者の雇用を促進します。 
 

〔事業内容〕 

１ 事業主の理解の促進 

▽障害者雇用を推進する職場リーダーの養成 
・オンライン研修、優良企業事例発表会等 

▽企業と特別支援学校生徒・保護者との出会いの場づくり 
▽優良企業の取組促進（やまぐち障害者雇用推進企業の認定、優良事業所

や優秀勤労障害者の表彰等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 障害者就職面接会の開催 
県内７箇所、10 月～11 月開催 

 

３ 障害者の多様なニーズに対応した職業訓練の実施 
▽民間教育訓練機関を委託先とした職業訓練や、企業等の事業所現場を

活用した実践的な職業訓練の実施 

対象者 訓 練 科 目 定  員 訓練期間 

身 体 障 害 者 ＯＡ実務科 １０人 ３か月 

全 障 害 者 実践能力習得科 ５５人 ３か月以内 

▽訓練方針から就職支援まで、訓練生に対する専門的・総合的な支援 
障害者職業訓練コーチ(１人)、コーディネータ(２人)の配置 

 

４ 新規学卒障害者職業訓練の実施 
▽事業所の現場を活用した実践的な職業訓練の実施 

対 象 者 定  員 訓練期間 

特別支援学校高等部３年生 １５人 ２か月以内 
 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221  

＜障害者雇用優良事業所等表彰式＞ ＜障害者就職面接会＞ 
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A 生活維新 

○ いきいきシルバー世代就業支援事業            8,900 千円 

 シルバー人材センターを通じて、多様な就業機会を提供することによ

り、勤労意欲のある高年齢者の就業を支援します。 
 

〔事業内容〕 

▽シルバー人材センターに係る普及啓発活動の推進、就業開拓・開発

の推進、安全・適正就業の推進 等 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

○ 労働者福祉対策事業                      2,366 千円 

 勤労者福祉に資する事業を支援します。 

〔事業内容〕 

▽（一社）山口県労働者福祉協議会が実施する労働、生活福祉に関す

る相談事業に対して一部を補助 

〔担当課・室〕労働政策課（労働福祉班） 083-933-3210 

○ 労働福祉金融対策費                      124,650 千円 

 低利の貸付制度により、中小企業勤労者の福祉増進や企業倒産又は事

業不振、縮小等により離職を余儀なくされた方の生活安定を図ります。 
 

〔事業内容〕 

事  業  区  分 
新規 

融資枠 

（百万円） 

貸  付  要  件 

資 金 使 途 
限 度 額 

（万円） 
貸付期間 

( ):うち据置 

県・市町中小企業勤労者小口資金 18.0 
大学教育資金 300 

10 年 
(在学中 4 年) 

育児・介護 

休業資金 
100 

(一定の場合 150) 

10 年 
(休業中 1 年) 

生活向上資金等 100 10 年 

災害資金 100 10 年(1 年) 

県･市町離職者緊急対策資金 13.5 
大学教育資金 150 

10 年 
(在学中 4 年) 

住宅資金償還金  70 6 年(別に１年) 
一般生活資金

災害資金等 
100 10 年(1 年) 

中小企業勤労者賃金遅払資金 5.4 － 54  6 ヶ月 
 

〔担当課・室〕労働政策課（労働福祉班） 083-933-3210 
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 物価高騰緊急対策 a  

新 賃金見直しによる人材確保・定着支援事業        195,923 千円 

安定的な人材確保・定着の実現のため、県内中小企業等における賃金

引上げや賃金体系の見直しを支援します。 
 

〔事業内容〕 

１ 初任給等引上げ応援奨励金 
▽初任給や若年層（３４歳以下）の正規社員について、定期昇給相

当分を除き３％以上の賃金引上げを実施した中小企業等に奨励
金を支給 

 
 
 
 
 

２ 賃金体系見直しモデル創出支援 
▽専門家による伴走支援 

新たに賃金規定及び評価制度を導入し、計画的な賃金引上げを実
現するとともに、従業員の将来設計やスキルアップを図り業績向上
を目指すモデル事業所を創出 

[創出モデル想定例] 
・初任給引上げの優良事例 
・若年層の賃上げの優良事例 
・男女間の賃金格差是正による賃金見直し事例 
・非正規から正規職員への転換による賃金引上げ事例 
・女性管理職登用による賃金向上及び女性が働きやすい環境づくり創出事例  

▽取組事例集作成による県内企業への横展開  
 

 

若年層の県外流出を抑制し県内定着を図るため、特に若年層の正

社員をターゲットにした賃金引上げ支援を実施するとともに、将来

にわたり計画的な賃上げを実現するため新たに賃金規定や評価制度

を導入するモデル事業所を創出する。 

〔担当課・室〕労働政策課（働き方改革推進班） 083-933-3221 

○ 小規模事業者応援キャンペーン事業         216,000 千円  

 商工会議所等が実施するイベント等の経費補助により、物価高騰等の
影響を受けている県内事業者の負担軽減や収益増加を図ります。 

 

 

 

 

 

〔担当課・室〕経営金融課（指導班） 083-933-3185 

〔事業内容〕 

１ 補助制度の概要 
▽補 助 率：10/10 

 ▽対象経費：県内事業者の活性化につながるイベント等の経費 

２ イベント事例               
▽商店街や飲食店等で使える商品券の発行 
▽集客イベントの開催 
▽スタンプラリーや抽選会の実施      

ポイント 
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a 物価高騰緊急対策  

新 やまぐち中小企業物流ＤＸ促進事業           33,826 千円 

物価高騰等の影響により、特に運送事業者は経営状況の悪化が懸念さ

れており、「物流２０２４年問題」への対応が喫緊の課題となっているこ

とから、物流を安定的かつ持続可能なものとしていくため、県内運送事

業者の「物流ＤＸ」に向けた取組を支援します。 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

○ 物価高騰対策ＥＣ送料支援事業                 119,500 千円 

 県内事業者が運営するＥＣ（電子商取引）サイトで販売する送料を支

援し、物価高騰の影響を受けている事業者の収益回復を図ります。  
〔事業内容〕 
１ 商品送料支援の実施 
▽ＥＣサイトで販売する商品の送料を支援 
 

２ Ｗｅｂプロモーションの実施 
▽支援対象のＥＣサイトを消費者にＰＲ 

 
【支援の仕組み】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180

〔事業内容〕 
１ デジタル技術を活用した取組に対する補助 

 ▽補助率：１／２ 

▽対象経費：物流効率化に資する設備等の 

導入に係る経費 

２ 専門コーディネータによる伴走支援 

 ▽企業の課題や取組に応じた指導・助言を 

実施 

 

 

補助制度の創設と専門家の伴走支援により、県内運送事業者の物流

ＤＸに向けた取組を後押しして、県民のくらしや産業を支える社会的

インフラである物流を、安定的かつ持続可能なものとしていく。 

 

運輸システムの導入により 

業務効率のアップ ポイント 
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◇ 地方独立行政法人山口県産業技術センター事業 

第４期中期目標や中期計画（令和 6 年度～令和 10 年度）に基づき、山口

県の製造業の特徴や国の政策動向等の方向性を踏まえて、県内企業のもの

づくりのパートナーをめざし、以下の取組を推進します。 

≪主な取組≫ 
①産業力強化に向けた新たなイノベーションの創出 
②中小企業の「底力」の発揮に向けたものづくり力の高度化・ブランド化の推進  
③「中核的技術支援拠点」としての更なる機能強化 

 

■ 成長型中小企業等研究開発支援事業（経済産業省補助事業）       
 中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に資する産学公連携等に

よる研究開発を推進します。 

〔事業実施期間〕 令和４年度から令和６年度 

〔事業内容〕研究開発１テーマ（測定計測技術） 

  スマートグラスなどに内蔵する光方向を自在に制御する「液晶回折

素子」測定システム開発 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター (ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進部 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理室) 0836-53-5052 
 

◇ 基盤技術研究開発事業                                  
 県内企業のニーズを踏まえ、技術力の強化のための基盤となる基礎研

究を実施します。 

・県内企業が抱える複雑かつ多様な技術的課題に対し、適切かつ効果的

に対応できるよう、「中核的技術支援拠点」として、技術力の強化のた

めの基盤となる基礎研究を継続的に実施 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター（技術支援部 技術管理室）0836-53-5062 
 

◇ 特定技術研究開発事業                      
 実用化に向けた応用研究を実施します。 

・県内企業の新技術の開発や研究開発力の強化、新事業展開等につなげ

るため、基礎研究を基盤に応用研究や実用化研究を切れ目なく実施 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター (技術支援部 技術管理室) 0836-53-5062 
 
◇ 新事業創造支援センター事業                 

 中小企業等の新事業創出を目指す研究開発や産学公連携による支援

を目的とした「レンタル研究室」を提供します。 

・産業技術センターに隣接する施設でのきめ細かな支援を通じ、企業の

新事業創出を促進 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター (ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進部 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理室) 0836-53-5052 
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 山口県産業技術センター事業   

◇ 研究会事業（やまぐちブランド技術研究会等）                                 
センターの技術シーズや県内企業のニーズ、デジタル化・グリーン化

等の社会経済情勢の変革を捉えた研究会活動を積極的に展開し、ものづ

くり力の高度化・ブランド化を図ります。 

 〔主な研究会活動〕 

・「やまぐち３Ｄものづくり研究会」では、３Ｄプリンターなどを活用し

た３Ｄものづくりに関連する技術について、事例研究や人材育成のた

めのセミナー等を実施 

・「衛星データ解析技術研究会」では、衛星データを活用した新たな商品

開発やサービスの創出を目的に、防災をはじめ、農林、環境等各分野

での衛星データの活用に向けた調査研究・産学公連携等を実施 

・「スマート★づくり研究会」では、IoT 等の利活用による Factory、Work、

Product、Service などのスマート化や新たなビジネスの創出に向けた

情報収集やワークショップ活動等を実施 

・「環境・エネルギー研究会」では、環境関連分野やエネルギー関連分野

における産学公ネットワーク構築、新規開発案件発掘を活性化するこ

とを目的にセミナー等を実施 

・「水中ロボット技術研究会」では、水中関連産業の育成・集積を図るこ

とを目的に、講演会やワークショップを開催、フィールド実験・試作

開発の支援等を実施 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター (ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進部 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理室) 0836-53-5052 
 
◇ 技術支援事業                                          

 企業が新製品の開発、商品の新たな生産方式の導入等を行う過程にお

いて直面する様々な技術課題の迅速な解決に向けて支援します。 

・ものづくりの現場で発生する技術課題解決に向けた支援を実施 

 技術相談、職員派遣、依頼試験、機器・施設利用、技術者研修等 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター（技術支援部 技術相談・支援室） 0836-53-5053 
 

◇ 受託・共同研究事業 

 企業からの委託を受けた研究やセンターの研究課題・技術シーズに関

連する共同研究を実施します。 

・企業ニーズに即応し、企業からの受託やセンターが企業・大学と協力

して、課題解決に向けた研究を実施 

〔連絡先〕(地独)山口県産業技術センター (技術支援部 技術管理室) 0836-53-5062 
 

◆ 半導体・蓄電池産業集積強化事業【再掲８頁】 
◆ 地域イノベーション拡大推進事業【再掲 12頁】 
◆「水素先進県」実現加速化事業【再掲 13 頁】 
◆ 自動車産業電動化イノベーション等創出支援事業【再掲 14頁】 
◆ 産業技術センター運営費交付金【再掲 16頁】 
◆ 宇宙利用産業創出支援事業【再掲 18 頁】 
◆ 水中次世代モビリティ関連産業育成事業【再掲 19頁】 
◆ ＩｏＴビジネス創出促進事業【再掲 24 頁】 
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◇ 公益財団法人やまぐち産業振興財団事業 

地域経済・地域産業の活性化に向け、産業振興施策を総合的に実施する
中核的支援機関としての体制を整備し、技術研究開発、事業化、販路開拓、
知的財産等、企業の事業展開段階に応じた切れ目ない支援により、中小企
業の振興、産業技術の高度化、新たな産業の創出を推進します。 

 

① 経営課題解決支援 
 
◇ 総合相談体制整備事業【山口県中小企業支援センター】 

 経営資源の確保､経営革新､ＤＸ化､販路開拓、人材育成・確保、技術開

発、事業引継ぎ等、中小企業が抱える様々な経営課題の解決に向け、専

門的な知見の活用や各種支援策による一貫した支援を実施します。 
 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

◆ 中小企業リスキリング支援事業（山口県委託事業）【再掲 33 頁】 

 人材不足が深刻化する中小企業の持続的な成長を図ること等を目的

に、リスキリング（学び直し）支援や、普及啓発セミナーの開催等によ

り中小企業における人的資本経営の導入を促進します。 
 

 

・県内中小企業を対象としたコンサルティングの実施 
・県内中小企業への取組の横展開 
・人的資本経営導入に係るセミナーの開催及び調査 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

◆ やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業（山口県委託事業）【再掲 21頁】 

 カーボンニュートラルを契機とした県内中小企業の持続的経営への

展開と成長・発展を実現するため、脱炭素経営の取組を支援します。 
 

 

・SDGs に係る普及啓発セミナーの開催 
・生産性向上や CO2 排出量削減の設備導入支援 
・脱炭素関連製品の製品プロセス改良支援 
・脱炭素関連製品の売込み等の支援 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
 

◆ 中小企業デジタル経営転換支援事業（山口県委託事業）【再掲 17 頁】 

 デジタル技術を活用し、生産性向上や既存ビジネスの変革等を目指す

取組を支援するとともに、情報セキュリティ対策支援を実施することに

より、中小企業のデジタル経営転換を促進します。 
 

 

・段階に応じた補助制度による支援 
・情報セキュリティ対策の支援 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 
 



- 52 - 
 

◆ 中小企業ＤＸ等促進支援事業（山口県委託事業）【再掲 17 頁】 

 デジタル技術を活用したビジネスの実現を主導する人材の育成を図

り、中小企業のＤＸの取組を促進します。 
 

 

・セミナーや研修等の実施 
・支援体制整備 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

◆ やまぐち中小企業物流ＤＸ促進事業（山口県委託事業）【再掲 48 頁】 

 物流を安定的かつ持続可能なものとしていくため、県内運送事業者の

「物流 DX」に向けた取組を支援します。 
 

 

・デジタル技術を活用した取組に対する補助 
・専門コーディネーターによる伴走支援 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

◆ 首都圏等プロフェッショナル人材還流促進事業（山口県委託事業） 

【再掲 35 頁】 
 金融機関からの出向者などのネットワークを活用して、中小企業が必

要とする即戦力となる専門人材などとのマッチングを促進します。 
 

 

・人材ニーズの発掘と人材紹介事業者への取りつぎ 
・プロフェッショナル人材の採用力向上支援 
・就業支援に向けた補助制度 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-0045 

 

◇ 経営・技術診断助言事業                 

 中小企業者からの専門的な相談や多岐に渡る経営課題等に適切に対

応するため、幅広い専門家を活用し、中小企業者等が抱える問題の解決

を図ります。 
 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

◇ 経営管理・技術研修事業／経営意識向上研修事業 

 経営者の意識改革や優れた技術者・技能者の育成を目的に、経営、技

術に関する研修会や、県内外の先進工場見学会等をします。 
〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

 

■ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（経済産業省委託事業） 

 「山口県よろず支援拠点」において、高度な専門性と支援ネットワー

クを駆使し、相談者に寄り添いながらさまざまな経営課題に応えます。 
 

・あらゆる経営課題への対応 ・専門性の高い経営アドバイス 
・相談から実行までフォローする寄り添い支援 
・他支援機関との連携による支援 

〔連絡先〕 山口県よろず支援拠点 083-902-5959 

  

やまぐち産業振興財団事業 
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■ 中小企業活性化協議会事業 
（経済産業省委託事業／（独）中小企業基盤整備機構委託事業） 

 「山口県中小企業活性化協議会」において、中小企業自らが再生計画
を策定、実施して経営破たんを未然に防止しようとする取組に対し、相
談対応・助言等の支援を行います。 
また、認定支援機関による経営改善計画の策定を支援します。 

 

・再生計画の策定支援、再生計画実施のフォローアップ 
・経営改善計画の策定支援、経営改善計画のフォローアップ 

〔連絡先〕 山口県中小企業活性化協議会 083-902-5221 

 083-902-5651 (経営改善計画策定支援専用) 
 

■ 事業承継・引継ぎ支援センター事業（経済産業省委託事業）                 

 「山口県事業承継・引継ぎ支援センター」において、後継者不在など
の課題について、第三者承継はもとより親族内、従業員承継も対象に、
支援機関等と連携しながら、一元的な相談窓口としてシームレスな事業
承継支援を行います。 

 

・事業承継・引継ぎに係る支援(案件掘り起し、個別支援) 
・専門家派遣の実施  ・後継者人材バンクの運営 

〔連絡先〕 山口県事業承継・引継ぎ支援センター 083-902-6977 
 

◆ 県内創業・事業承継促進事業（山口県委託事業）【再掲 20 頁】 

 事業後継者の意識を高め、事業承継の円滑化を図るため、後継者育成

支援プログラムを実施します。 
 

 

・後継者塾の開催 
〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 

◆ 小規模企業者等設備貸与事業資金【再掲 27 頁】 

◆ 新事業活動支援設備貸与事業資金【再掲 27 頁】 

 

② 技術研究開発、技術交流・技術移転支援 
 
■ 知財総合支援窓口運営事業（（独）工業所有権情報・研修館委託事業）                        

 「山口県知財総合支援窓口」において、中小企業等が抱える知的財産
に関する課題等を引き受け、地域の中小企業支援機関と連携し、その場
で解決を図るワンストップサービスを提供します。 

 

・窓口支援担当者の配置、知財専門家（弁理士・弁護士等）の支援窓口への配置 
・商工会議所等での外部窓口支援の実施 
・企業への直接訪問による知財専門家の指導・助言 

〔連絡先〕 INPIT 山口県知財総合支援窓口 083-902-2166 
 

  

やまぐち産業振興財団事業 
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◆ 中小企業等知財支援拠点形成促進事業（山口県委託事業）【再掲 25 頁】 

 中小企業の知財意識の向上に向けた普及啓発、開放特許や未利用特許

の活用等知的財産の利用を支援します。 
 
〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722  

 

■ 中小企業等外国出願支援事業（経済産業省補助事業）  
 外国出願を行おうとする中小企業等に対して出願に要した費用を助
成することにより、国内のみでなく外国を含めた知的財産に係る戦略的
なビジネス展開を支援し、企業競争力、企業経営の質的向上を図ります。 

 

・出願に要した経費の１／２を助成 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業管理室）083-902-3722 
 
◇ メカトロ技術センター運営事業            

 県内中小企業者等の研究開発や事業展開を支援・促進するため、その
活動拠点となるメカトロ技術センターの管理運営を行います。 

 

〔場  所〕 宇部市大字善和牛明 203-149（瀬戸原工業団地内） 
〔貸研究室〕 30 ㎡×６室 43 ㎡×２室 51 ㎡×１室 60 ㎡×１室 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 
 

③ 創業・事業化支援 

 

◆ 県内創業・事業承継促進事業（山口県委託事業）【再掲 20 頁】 

 女性による創業や多様なビジネスアイデアの事業化をセミナーの開

催や補助制度の活用により、総合的に支援します。 
 

 

・女性創業セミナーの開催 
・創業補助金 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（経営企画部）083-902-3711 
 

④ 販路開拓支援 
 

◇ 下請取引あっせん事業                
 不当な取引を防止、抑制するための相談対応や、取引あっせん等によ
り、県内下請企業の技術面、経営面のレベルアップを図り、高い技術力
等が要求される県外発注企業との取引の拡大を促進します。                  

・下請取引のあっせん 
・下請取引に関する苦情・紛争、あっせん・調停 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
 

◇ 販路開拓支援事業 
 県内中小企業が開発した特長ある優れた製品・技術の事業化を支援

するため、全国規模の専門展示会へ出展し、販路開拓支援を行います。 
〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 

やまぐち産業振興財団事業 
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やまぐち産業振興財団事業   

 

◆ 環境関連製品販路開拓事業（山口県環境生活部（山口エコ市場）委託事業） 
 県内で製作されているリサイクル製品などの環境関連製品について、
首都圏及び関西地区での販路を開拓します。 

 

〔連絡先〕(公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
 

◆ 海外展開総合支援事業（山口県委託事業）【再掲 40 頁】 

 海外コーディネーターの配置により、海外展開に向けた様々な課題の

相談に対応し、取組段階から取引実施段階まで総合的に支援します。 
 

 

・海外販路開拓支援助成金 
・展示会等への出展支援 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
  

◆ 航空機・宇宙機器産業参入促進事業（山口県委託事業）【再掲 18 頁】 

 航空機・宇宙機器産業への県内企業の参入を促進するため、「山口県航

空宇宙クラスター」の販路拡大に向けた取組等を支援します。 
 

 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
 

◆ 半導体・蓄電池産業集積強化事業（山口県委託事業）【再掲 8頁】 

 世界的な市場拡大が見込まれる半導体・蓄電池産業の集積に向けて、 
販路拡大に向けた取組等を支援します。 

 
 
 

・県内企業と台湾企業との交流・連携の強化 
 

 

〔連絡先〕 (公財)やまぐち産業振興財団（事業支援部）083-902-3722 
 

◆ 物価高騰対策 EC送料支援事業（山口県委託事業）【再掲 48 頁】 
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◇ 一般財団法人山口県国際総合センター事業 

中国を対象とした国際経済交流に加え、中国への中小企業のビジネス展

開に向けた積極的な支援業務も実施します。 

また、施設の指定管理者として効率的かつ安心・安全な施設運営に努め、

地域における「賑わいの拠点」として、地域産業の振興の役割を果たしま

す。  

 ≪主な取組≫ 
① 国際経済交流の推進  
② 産業交流の推進 
③ テナントの管理運営  
④ 国際総合センターの管理運営（指定管理事業） 

 

◇ 国際経済交流の推進               

 国際経済交流の拠点性を高めるため、山口県海外ビジネス研究会や関

係機関と連携し、中国を対象に国際経済交流の推進に取り組みます。 
 

・貿易相談・ビジネス支援   

・貿易等に携わる人材の育成・確保支援 

・貿易に関する情報収集・提供 
 

◇ 産業交流の推進                   

 国際経済交流の拠点機能を高めるため、国際化の進展と地域産業の振

興に取り組みます。 
 

・海外事務所（テナント）の誘致・業務支援 

・地域との連携  

・海峡ゆめタワーへの誘客推進 
 

◇ テナントの管理運営               

 貿易振興に資するための収入確保や経費節減を行うなど国際貿易ビ

ルの適切な管理運営に努めます。 
 

・国際貿易ビル及び国際貿易ビルの入居者用駐車場の管理運営 
 

◆ 国際総合センターの管理運営（指定管理事業）   

 県有施設の指定管理者として、施設利用者に対する一層のサービス向

上や適切な施設の維持管理、効率的な運営を図るとともに、コンベンシ

ョンやタワー観光客の誘致を推進します。 
 

・コンベンション誘致及びタワー誘客 

・お客様サービスの充実  

・施設の維持管理 

 

〔連絡先〕(一財)山口県国際総合センター  083-231-5778 
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◇ 山口しごとセンター事業 

併設の山口新卒応援ハローワークや関係機関と連携しながら、個別相談

から情報提供、職業紹介までの一連のサービスをワンストップで提供し、若

者をはじめ女性・シニア等の県内就職と職場定着を促進します。 

◇ 若者・女性・シニア等の就職支援（指定管理事業） 

≪主な取組≫ 
①キャリアカウンセリングや各種セミナーの実施 

年齢を問わず就職希望者に対し、専門カウンセラーによる質の

高いカウンセリングを実施します。 

また、カウンセリングと連動して、学生、非正規雇用者や就職

困難者の意欲や能力を高め、安定的な就職に結びつけることを目

的とした各種セミナーを実施します。 

②ホームページや就職支援システムの管理・運営 
山口しごとセンターホームページにより、就職イベントの告知

等各種情報を発信します。 

 また、インターネット上で学生・一般求職者と企業との出会い

の場を提供する就職支援サイト「やまぐちジョブナビ」で県内企

業の魅力情報や求人情報を発信することにより、県内就職と県内

企業の人材確保を促進します。 

③ＵＪＩターン就職への相談・マッチングの実施 
山口、東京、大阪に相談窓口を設置し、ＵＪＩターンに関する

相談に応じるとともに、ＵＪＩターンを希望する求職者と即戦力

となるＵＪＩターン希望者の採用を希望する県内企業のマッチ

ングを促進します。 

また、Ｕターン就職フェアを開催し、学生・求職者と県内企業

との出会いの場を創出します。 

④企業と若者や保護者との出会いの場の創出 
若者や保護者と県内企業の出会いの場を創出し、県内企業への

理解を深めることで、県内中小企業等への若者の就職・定着を促

進します。 

⑤東京圏等からの移住・就業支援サイトの管理・運営 
就職支援サイト「やまぐち移住就業マッチングサイト」を効果

的に活用し、東京圏等からの移住・就業を促進します。 

⑥女性・シニア等の新規就業の支援 
就業促進コーディネータの配置による官民連携のプラットフ

ォームや、就業支援員の配置によるシニア・女性向け就職支援コ

ーナーの設置・運営により、現在職に就いていない女性・シニア

等の新規就業と、人手不足に直面する県内中小企業の人材確保を

促進します。 

 

◆山口しごとセンター管理運営費【後掲 66 頁】 
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a 山口しごとセンター事業 

 

◇ 県外人材の県内就職の促進 

 県外に在住している学生から一般求職者までの各層に対し、県内就

職を総合的に支援します。 

◆県外人材県内就職促進事業 

 

◇ 外国人留学生の就業促進及び外国人材受入企業への支援 

 外国人留学生の県内就業を促進するとともに、外国人材の県内中小

企業での受入れ・定着を支援し、就業の円滑化を図ります。 

◆外国人材企業受入支援事業 

 

◇ 企業による働き方改革の取組への支援 

 やまぐち働き方改革支援センターを中心とした、企業に身近な相談

支援体制を充実・強化し、企業の自主的な取組を支援します。 

◆「新しい働き方」導入支援事業 

 

◇ 高校生の県内就職支援 

 「高校生就職支援チーム」を設置し、組織的できめ細かな就職支援に

より、就職を希望する高校生の進路実現を図ります。 

◆明日のやまぐちを創る！高校生就職支援事業（教育委員会事業） 

 

◇ 建設産業の担い手確保・育成の支援 

 持続可能な建設産業の構築に向けて、県内建設企業への若者の就職・

定着の促進を支援します。 

◆建設産業活性化推進事業（土木建築部事業） 

◆建設産業就労環境改善支援事業（土木建築部事業） 

 

◇ 育休取得促進や共育てしやすい職場環境づくりへの支援 

 育児休業の取得促進や共育てしやすい職場環境づくりに取り組む企

業等を支援します。 

◆未来につなぐやまぐち共育て応援事業 

 

◇ 賃金見直しによる人材確保・定着支援 

 安定的な人材確保・定着のため、県内中小企業等における賃金引上げ

や賃金体系の見直しを支援します。 

◆賃金見直しによる人材確保・定着支援事業 

 

〔連絡先〕山口しごとセンター 083-976-1145
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◇ 各関係団体所在地 
 

(地独)山口県産業技術センター 
 

(公財)やまぐち産業振興財団 

〒755-0195 

宇部市あすとぴあ４丁目１－１ 

TEL 0836-53-5050 FAX 0836-53-5070 

 

 

 

 

〒754-0041 

 山口市小郡令和１－１－１ 

ＫＤＤＩ維新ホール２階・４階 

（山口市産業交流拠点施設） 

 TEL 083-902-3711 FAX 083-902-9010 

  

(一財)山口県国際総合センター 山口しごとセンター 

〒750-0018 

下関市豊前田町３－３－１ 

TEL 083-231-5778 FAX 083-231-5787 

 

 

 

 

〒754-0041 

 山口市小郡令和１－１－１ 

ＫＤＤＩ維新ホール３階 

（山口市産業交流拠点施設） 

 TEL 083-976-1145 FAX 083-972-3880 

 

 

 

第２駐車場 



 



 

 

 

第２ 各課・室別事業の概要 
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各課・室別事業の概要  A                 

 
≪ 産業政策課 ≫ 

（単位：千円） 

事 業 名 予算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

新半導体・蓄電池産業

集積強化事業 
181,266 

世界的な市場拡大が見込まれる半導体・蓄

電池産業の集積に向けて、研究開発の促進

や販路拡大、人材確保・育成の取組を強化 

8 

東部地域産業振興セン

ター整備事業 
54,033 

東部地域の産業振興支援の拠点となる「東

部地域産業振興センター（仮称）」を整備 
23 

地域中堅・中核企業支

援事業 
5,000 

経営課題等の解決に向けた官民連携による

総合的なサポートを推進し、県経済を牽引

する「地域中核企業」の創出・成長を支援 

24 

産業振興支援機能構築

事業 
5,000 

県内企業の課題を調査・分析し、より実効

性の高い産業振興支援に向けた検討を実施 
26 

県内企業魅力発信事業 30,000 

山口きらら博記念公園において、県内企業

の魅力発信イベントを実施するとともに、

メタバースを活用した県内企業の紹介・展

示を実施 

35 

やまぐち産業イノベー

ション基金積立金 
49 

「やまぐち産業イノベーション戦略」に掲

げる重点成長分野における戦略的イノベー

ションの加速的な展開を図るため、基金の

積立を実施 

- 

産業資源関連法施行事

業 
5,810 

砂利採取業者・採石業者・電気工事業者の

登録及び監督・指導、火薬類の販売業者、消

費者等に対する許可、指導等を実施 

- 

電力対策調査事業 3,230 

上関原子力発電所建設計画に関し、国に提

出した知事意見に対する国の対応状況等に

ついて、評価・検証を実施 

- 

電源交付金等交付事業 39,500 

電源立地地域対策交付金（全額国庫事業）

により、発電用施設の設置市町及びその周

辺市町の公共用施設の整備等を実施 

- 

石油貯蔵施設立地対策

事業 
330,499 

石油貯蔵施設立地対策等交付金（全額国庫

事業）により、石油貯蔵施設の設置市町及

び周辺市町の公共用施設の整備を実施 

- 

非化石エネルギー開発

導入促進事業 
35,500 

非化石エネルギーの開発導入について、県

民の理解を得るための広報活動等を実施 
- 

検定検査取締事業 14,615 

計量関係事業者の登録や届出受理、特定計

量器の検定・検査、適正計量管理事業所の

指定、事業所等の立入検査等を実施 

- 
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A 各課・室別事業の概要   

 

≪ 産業脱炭素化推進室 ≫ 

（単位：千円） 

事 業 名 予算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

「水素先進県」実現加速

化事業 
48,688 

「水素先進県」実現の加速化に向けて、燃料

電池自動車等の導入促進など水素需要の拡

大を図るとともに、県内中小企業等の水素

関連産業への参入を支援 

13 

拡自動車産業電動化イ

ノベーション等創出支援

事業 

106,416 

カーボンニュートラルの実現に向けた

生産車両の電動化シフト及び生産工程

の低炭素化への対応に向け、研究開発の

促進や設備導入への支援等を実施 

14 

カーボンニュートラルコ

ンビナート構築事業 
1,019,500 

ＣＯ２排出削減や次世代燃料・素材の供給

基地化につながるコンビナート連携事業の

実施を支援し、「カーボンニュートラルコン

ビナート」への転換を促進 

15 

やまぐち中小企業脱炭素

化促進支援事業 
156,761 

県内中小企業に対し、脱炭素経営に向けた

意識付けを行うとともに、その取組を支援 
21 

山口県脱炭素社会実現基

金積立金 
114 

脱炭素社会を実現するための施策の推進を

図るため、基金の積立を実施 
- 

 

≪ 企業立地推進課 ≫  

（単位：千円） 

事 業 名 予算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

企業立地サポート事業 1,448,499 

企業の設備投資、県外から本県への本社機

能移転及び産業団地の取得等への補助を通

じて、企業の新規立地を促進 

9 

企業立地推進強化事業 39,756 

企業情報の収集・分析や事業用地の発掘、企

業へのアプローチ・アフターケア、立地環境

のＰＲ等を実施 

10 

やまぐちＩＴ・サテラ

イトオフィス誘致推進

事業 

26,835 

若者・女性の県内定住を図るため、情報発信

の強化や人材の育成等により、魅力ある雇

用の場の創出が期待できるデジタル関連企

業等の進出を促進 

10 

産業団地整備推進事業 280,234 

地域経済の活性化や定住促進等の多面的な

波及効果が期待できる優良企業の更なる誘

致に向け、企業の受け皿となる産業団地を

整備 

11 

東部地域企業誘致加速

事業 
200,000 

国の再編関連特別地域整備事業を活用した

独自の優遇制度により、東部地域への企業

立地を促進 

11 
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≪ 経営金融課 ≫  

（単位：千円） 

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

中小企業デジタル経営転

換支援事業 
169,504 

デジタル技術を活用し、生産性向上や既存

ビジネスの変革等を目指す取組を支援する

とともに情報セキュリティ対策支援を実施 

17 

航空機・宇宙機器産業参

入促進事業 
9,641 

航空機・宇宙機器産業への県内企業の参入促

進に向け、企業連携による受注体制の強化や

販路開拓の取組を支援 

18 

やまぐち IoT 導入サポー

ター派遣事業 
1,500 

民間ノウハウを活用した本県独自のサポート

制度により、県内地域中核企業等の IoT 等未

来技術の研究開発・活用を支援 

19 

拡県内創業・事業承継促

進事業 
146,469 

本県経済の持続的な成長と雇用の場の創出

を図るため、多様な創業や円滑な事業承継

の促進に向けた一体的な環境整備の推進 

20 

スタートアップ起業家育

成事業 
51,138 

起業人材の育成やスタートアップコミュニテ

ィの形成を促進するとともに、投資家向けピ

ッチコンテスト等での資金獲得等を支援 

22 

まちなかにぎわい創出プ

ロジェクト推進事業 
80,500 

商店街組合等が行うデータマーケティング

に基づく来訪者増加に向けた新たな取組に

係る経費を補助 

22 

IoT ビジネス創出促進事

業 
38,680 

県産業技術センターに設置した支援拠点等に

より、県内中小企業における IoT 等未来技術

を活用した新たなビジネスの創出を促進 

24 

九州・山口ベンチャーマ

ーケット開催事業 
1,072 

九州・山口各県と経済団体等が連携してビ

ジネスマッチングイベントを開催し、国内

外で活躍できる企業の輩出を支援 

25 

小規模事業経営支援事業 1,231,100 
小規模事業者の経営等の改善発達を図るた

め、商工会議所等が行う各種取組を助成 
25 

中小企業団体育成指導事

業 
96,561 

事業協同組合の設立をはじめとする中小企

業の共同化等を推進するため、山口県中小

企業団体中央会が行う各種取組を助成 

26 

東部地域小規模事業者支

援事業 
13,551 

小規模事業者の事業拡大に向け、英語に堪能

で契約業務に精通した専門家の配置など、外

国人向けビジネスを支援 

26 

新経営力再構築伴走支

援プラットフォーム形成

事業 

3,000 

中小企業の経営課題に対する最善の支援の

提供に向けた「経営・金融一体型支援」の

基盤を形成 

27 

小規模企業者等設備貸与

事業資金 

【貸与枠】 

150,000 

創業や経営の革新を図ろうとする小規模企

業者等に対する設備貸与 
27 
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事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

新事業活動支援設備貸与

事業資金 

【貸与枠】 

200,000 

創業や経営の革新、医療等の特定分野の事

業展開を図ろうとする中小企業者に対する

設備貸与 

27 

中小企業制度融資 
【融資枠】 

1,010 億円 

中小企業者が必要とする低利かつ長期の資

金を供給することにより中小企業者の経営

の安定・強化を支援 

28 

金融調整事業  2,568 

中小企業者への迅速な資金供給や利便性の

向上など、金融の円滑化を図るため、融資

申請に必要な申請手続き等の電子化を促進 

30 

損失補償 228,894 

中小企業制度融資のうち、特に政策的に推

進していく必要のある資金の山口県信用保

証協会が履行する代位弁済の一部を補填 

31 

信用保証料率低減事業 192,435 

中小企業制度融資を利用する中小企業者が

負担する信用保証料を引き下げ、負担を軽

減 

31 

新型コロナウイルス感染

症対応資金信用保証料支

援事業 

46,888 

新型コロナウイルス感染症対応資金を利用

した中小企業者の返済計画の見直しに係る

信用保証料を支援 

31 

新型コロナウイルス感染

症対応資金利子補給事業 
814,730 

新型コロナウイルス感染症対応資金を利用

した中小企業者に対し、当初３年間の利子

を補助 

31 

小規模事業者応援キャン

ペーン事業 
216,000 

物価高騰等の影響を受けている県内事業者

の負担軽減や収益増加を図るため、商工会

議所等が実施するイベント等の経費補助 

47 

新やまぐち中小企業物

流 DX 促進事業 
33,826 

物流を安定的かつ持続可能なものとしてい

くため、県内運送事業者の「物流ＤＸ」に

向けた取組を支援 

48 

物価高騰対策ＥＣ送料支

援事業 
119,500 

県内事業者が運営するＥＣ（電子商取引）

サイトで販売する送料を支援 
48 

 

≪ イノベーション推進課 ≫ 

（単位：千円） 

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

新再生医療等実用化・産

業化推進事業 
31,485 

県内企業と大学等が共同で取り組む再生医

療、細胞治療、遺伝子治療等の実用化・産業

化を目指す革新的プロジェクトに対する支

援 

12 

拡地域イノベーション

拡大推進事業 
132,597 

産業技術センター「イノベーション推進セ

ンター」による研究開発プロジェクト等へ

の支援及び「やまぐち次世代産業推進ネッ

トワーク」を通じたマッチング、交流等の

支援 

12 
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事 業 名 予算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

次世代産業イノベーショ

ン加速化事業 
137,856 

県内企業と大学等が共同で取り組む先導

的・先進的な研究開発・事業化等に対する

支援 

13 

ヘルスケア関連産業創出

事業 
24,965 

企業のヘルスケア関連製品・サービスの事

業化支援や県民の健康づくりを通じて、ヘ

ルスケア関連産業の創出・育成を促進 

16 

産業技術センター運営費

交付金 
821,691 

産業技術センターの自主的・自律的な業務

運営に必要な財源として、運営費交付金を

同センターに交付 

16 

拡宇宙利用産業創出支

援事業 
64,505 

宇宙データ利用推進センターの設置等によ

る県内企業が取り組む衛星データを活用し

た新事業創出の支援 

18 

水中次世代モビリティ関

連産業育成事業 
22,150 

艦艇装備研究所岩国海洋環境試験評価サテ

ライトの運用開始を契機として、ROV（遠隔

操作型水中ドローン）など水中次世代モビ

リティ関連産業の振興を推進 

19 

中小企業等知財支援拠点

形成促進事業 
10,607 

知財専門人材を配置するとともに、中小企

業の知的財産の活用に向けた取組を支援 
25 

拡海外展開総合支援事

業 
60,037 

ＡＳＥＡＮ等、アジア地域を中心とする県

内企業の海外展開を、取組開始から実行段

階まで総合的に支援 

40 

貿易商談会等開催事業 1,271 

県内中小企業と東アジア地域内の企業との

経済取引を促進し、本県経済の活性化を図

るため、商談会を開催 

40 

山口発！水産インフラ輸

出構想展開支援事業 
20,900 

水産インフラ輸出構想の具現化に向け、ベ

トナムでの県内企業による国の支援メニュ

ー等を活用した実証事業等の取組を支援 

41 

山口県国際総合センター

管理運営事業 
544,628 

山口県国際総合センターの管理運営を指定

管理者に委託 
- 
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≪ 労働政策課 ≫ 
                                                         （単位：千円） 

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

新若者との共創による

県内企業魅力向上事業 
84,700 

若者の視点を取り入れた企業の魅力向上に

向けた取組やイベントの企画・運営、奨学

金返還支援制度創設奨励金の支給により、

県内企業の魅力向上を支援 

32 

拡県外人材県内就職促

進事業 
35,823 

県外に在住している学生から一般求職者ま

での各層に対して、県内へのＵＪＩターン

就職を総合的に支援 

34 

拡若者県内定着促進事

業 
43,062 

大学生等を対象とした就業体験の推進や県

内中小企業の魅力情報の発信により、県内

企業等への就職・定着を促進 

34 

デジタルを活用した採用

力強化支援事業 
14,886 

若者の県内就職促進に向けて、デジタルを

活用した採用活動の考え方・ノウハウの習

得を支援することで、県内企業の採用力を

強化 

36 

外国人材企業受入支援事

業 
21,668 

外国人留学生の県内就業を促進するととも

に、外国人材の中小企業での受入れ等を支

援し、外国人材の就業の円滑化を促進 

37 

地域若者サポートステー

ション機能強化事業 
13,769 

若年無業者等に対し支援を行う「地域若者

サポートステーション」において、若者や

就職氷河期世代の職業的自立の強化と県内

就職を促進 

37 

雇用のセーフティネット

強化事業 
6,966 

就職氷河期世代に対する県内就労等や大規

模な事業撤退が発生した場合、離職者の県

内企業への早期再就職を支援 

38 

新未来につなぐやまぐ

ち共育て応援事業 
186,635 

育休の取得促進や共育てしやすい職場環境

づくりに取り組む企業等を支援するととも

に、共育てを支えるサービスの創出を支援 

42 

「新しい働き方」導入支

援事業 
72,857 

時間や場所にとらわれない多様な働き方や

デジタル技術の活用により可能となる働き

方など「新しい働き方」の導入等を支援 

43 

子育て女性等の活躍応援

事業 
50,961 

職業訓練の実施を通じた就職する上で必要

となる能力の開発・向上により、働く意欲

のある子育て女性等の就職を促進 

44 

女性・シニア新規就業促

進事業 
37,553 

未就業の女性・シニアの多様なニーズに応

じた就業機会の創出や、職場環境整備等の

支援を行い、希望に応じた就業を促進 
44 

障害者雇用促進事業 44,762 

事業主の理解及び関係機関との連携を促進

するとともに、障害者の職業訓練や就職面

接会等を実施し、障害者の雇用を促進 

45 
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事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

いきいきシルバー世代就

業支援事業 
8,900 

シルバー人材センターを通じて多様な就業

機会を提供することにより、勤労意欲のあ

る高年齢者の就業を支援 

46 

労働者福祉対策事業 2,366 
山口県労働者福祉協議会が行う勤労者福祉

に資する事業への支援 
46 

労働福祉金融対策費 124,650 

中小企業勤労者や企業倒産又は事業不振、

縮小等により離職を余儀なくされた方を対

象とした低利の貸付制度 

46 

新賃金見直しによる人

材確保・定着支援事業 
195,923 

安定的な人材確保・定着の実現のため、県

内中小企業等における賃金引上げや賃金体

系の見直しを支援 

47 

労働教育指導事業 28,478 

社会保険労務士が電話対応する「労働ほっ

とライン」や中小企業労働相談員の事業所

訪問による各種労働施策の普及啓発 

- 

能力再開発訓練援護費 40,858 

職業訓練受講期間中の求職者に対し、生活

の安定による職業訓練の受講促進を目的と

して、訓練手当を支給 

- 

山口しごとセンター管理

運営費 
184,289 

センターにおいて、相談から職業紹介まで

の就職支援サービスをワンストップで提供

するなど、若者等の雇用対策を総合的に推

進 

- 

 

≪ 産業人材課 ≫ 
                                                         （単位：千円） 

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

中小企業ＤＸ等促進支援

事業 
58,222 

デジタル技術を活用したビジネスの実現を

主導する人材等の育成を図り、中小企業の

ＤＸ等の取組を促進 

17 

データサイエンス活用推

進事業 
2,565 

産学公連携により県内企業におけるデータ

サイエンスの活用を推進 
19 

新高度外国人材確保支

援事業 
5,800 

海外の優秀な学生と県内企業等との交流と

マッチングにより、高い専門性をもつ外国

人材の確保に取り組む県内企業を支援 

33 

拡中小企業リスキリン

グ支援事業 
21,223 

中小企業のリスキリングのモデル構築支援

や、中小企業における人的資本経営の導入

を普及啓発セミナーの開催等により促進 

33 

首都圏等プロフェッショ

ナル人材還流促進事業 
71,167 

中小企業の成長に必要な人材確保に向け、

就業や副業等多様な形態での首都圏等プロ

フェッショナル人材とのマッチングを促進 

35 
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事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要 該当頁 

県外キャリア人材確保応

援事業 
45,087 

県外からのキャリア採用に取り組む企業に

対し、転職フェア出展への支援等を実施し、

県内企業の人材確保を推進 

36 

高度産業人材確保事業 12,301 

高度専門知識を有する産業人材の確保を図

るため、奨学金返還補助制度を実施すると

ともに、県内就職をサポート 

37 

次代を担う産業人材育成

推進事業 
8,159 

「山口マイスター」等を活用した技能講習

等の開催や技能尊重気運を醸成するための

ものづくり教室の開催 

38 

ものづくり産業技能向上

対策事業 
12,478 

技能向上や人材育成の取組を支援するとと

もに、優秀技能者の表彰等により、技能継

承の指導体制を整備 

39 

職業能力開発支援事業 469,694 

民間教育訓練機関等の機動性を活用した離

職者等に対する訓練や、中小企業等の訓練

ニーズに即した在職者に対する訓練を実施 

39 

女性デジタル人材育成事

業 
29,090 

未就業等の女性に対し、プログラマー養成

講座やインターンシップ等を実施し、女性

の就業や待遇改善を支援 

43 

山口県産業人材確保基金

積立金 
23,239 

高度産業人材を確保するために行う奨学金

返還制度に係る基金の積立を実施 
- 

認定職業訓練促進事業 7,564 

中小企業等が従業員に対して教科・期間・

設備など一定の基準に従って行う職業訓練

経費の一部を補助 

- 

職業能力開発協会育成費 62,007 

職業能力の開発及び向上の促進のため、県

職業能力開発協会が実施する技能検定試験

等の事業費の一部を補助 

- 

運営費及び基本実習費 235,867 

本県の産業人材育成拠点である県高等産業

技術学校（東部・西部）の管理運営及び普

通職業訓練の実施 

- 

就職支援能力開発事業 1,938 
離職者等を対象とした臨時の職業訓練（フ

ォークリフト、玉掛け等の技能講習）を実施 
- 

人材開発センター管理運

営費 
12,920 

県高等産業技術学校に職業訓練推進員を配

置し、技能労働者の養成、技能の維持向上

のための総合サービスを実施 

- 

向上訓練実施事業費 5,361 

県高等産業技術学校において、資格取得や

技能の向上に努める中小企業の従業員等を

対象に技術・技能習得に必要な訓練を実施 

- 
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１ 組合組織と会社組織との比較 A                 
 

 事業協同組合 企業組合 商工組合 協業組合 有限責任事業組合 
（LLP） 株式会社 

目的 

組合員の経営
の近代化・合
理化・経済活
動の機会の確
保 

組合員の働く
場の確保、経
営の合理化 

組合員の事業
の改善発達 

組合員の事業

を統合、規模を

適正化し、生産

性向上、共同利

益の増進 

利益追求企業の

連携や専門的な

能力を持った人

材による共同事

業の振興 

利益追求 
 

事業 

組合員の事業
を支援する共
同事業 

商業、工業、
鉱業､運送業､
サービス業等
の事業経営 

指導教育、調
査研究、共同
経済事業（出
資組合のみ） 

組合員の事業
の統合、関連
事業、附帯事
業 

企業同士のJVや

専門的な能力を

持つ人材による

共同事業 

定款に掲
げる事業 

設立 
要件 

４人以上の事
業者の参加 

４人以上の個
人の参加 

１都道府県以

上の区域を地

区として地区

内で資格事業

を行う者の 

1/2以上の加入 

４人以上の事
業者の参加 

２人以上の個
人又は法人の
参加、組合契約
書の作成と登
記 

資本金 
１円以上 
１人以上 

組合員 
資格 

地区内の小規
模事業者（概
ね中小企業者） 

個人及び法人
など 

地区内で資格
事業を営む中
小企業者及び
定款に定めた
ときは１／３
未満の中小企
業者以外の者 

中小企業者
及び定款に
定めたときは
１／４以内の
中小企業者以
外の者 

特になし 
（組合員には
業務執行への
参加義務あり） 

無制限 

責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 

発起 
人数 

４人以上 ４人以上 ４人以上 ４人以上 ２人以上 １人以上 

加入 
自由 自由 自由 総会の承諾が

必要 
組合員全員の
一致で決定 

株式の譲受
・増資割当 

任意 
脱退 

自由 自由 自由 持分譲渡 やむを得ない理

由がある場合 

株式の 
譲渡 

組合員 
比率 

なし 全従業員の１／
３以上が組合員 

なし なし なし 
－ 

従事 
比率 

なし 全組合員の１／
２以上が組合事
業に従事 

なし なし なし なし 

出資 
限度 

25/100 
(合併・脱退 35/100) 

25/100 
(合併・脱退 35/100) 

25/100 
(合併・脱退 35/100) 

50/100 なし なし 

議決権 
平等(1人1票) 平等(1人1票) 平等(1人1票) 平等（定款で定めたと

きは出資比例の議決権も可） 
組合員全員の
一致で決定 

出資別 
(1株1票) 

員外 
利用 
限度 

原則組合員の利
用分量の20％ま
で 

－ 

原則組合員の利
用分量の20％ま
で(共同経済事業
のみ） 

－ － － 

配当 
利用分量配当及び 
１割までの出資配
当 

従事分量配当及び 
２割までの出資配
当 

利用分量配当及び 
１割までの出資配
当 

出資配当（定款
に定めた場合を
除く） 

－ 
出資配当 

根拠法 
中小企業等協同組合法 
（制定：昭和24年） 

中小企業団体の組織に関する法律           
（制定：昭和32年） 

有限責任事業組合
契約に関する法律 
(制定：平成17年) 

会社法 
（制定： 
平成17年） 
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２ 中小企業等の定義 A 

 
中 小 企 業 者                

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 ・ 資 本 金 規 模                 

中 小 企 業 基 本 法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 300人以下又は３億円以下 

 100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

中小企業団体の組織

に関する法律（以下 

「団体法」という｡) 

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

（政令による特例） 

①ゴム製品製造業(一部) 

②ソフトウェア業・           

情報処理サービス業 

③旅 館 業           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下  

   50人以下又は５千万円以下  

 

  900人以下又は３億円以下 

  300人以下又は３億円以下 

 

  200人以下又は５千万円以下 

株 式 会 社 日 本          
政 策 金 融 公 庫 法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

  ・同法で定める組合 

・団体法に同じ 

中小企業信用保険法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下      

  100人以下又は１億円以下      

  100人以下又は５千万円以下    

   50人以下又は５千万円以下    

  ・同法で定める組合等､特定非営利活動法人 

・団体法に同じ 

中 小 企 業 支 援 法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

（政令による特例）           

 300人以下又は３億円以下 

 100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

  ・団体法等に基づく組合又はその連合会 

  ・団体法に同じ 

独立行政法人 
中小企業基盤整備          
機構法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

（政令による特例）           

 300人以下又は３億円以下 

 100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

  ・団体法等に基づく組合又はその連合会 

  ・団体法に同じ 
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A                 中小企業等の定義    

 
 
 

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 ・ 資 本 金 規 模                 

官公需についての中

小企業者の受注の確

保に関する法律    

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

（政令による特例）           

300人以下又は３億円以下 

100人以下又は１億円以下 

100人以下又は５千万円以下 

50人以下又は５千万円以下 

・事業協同組合等 

・団体法に同じ 

下請中小企業振興法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

サ ー ビ ス 業           

 

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

  ・企業組合及び協業組合 

  ・団体法（①②）に同じ 

租 税 特 別 措 置 法           

  資本金又は出資金が１億円以下（一部） 

  資本又は出資を有しない場合1,000人 

以下 

中 小 企 業 投 資          
育 成 株 式 会 社 法          

   ３億円以下の株式会社 

中小企業退職金共済法  

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下  

   50人以下又は５千万円以下 

中小小売商業振興法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

 

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

  ・企業組合及び協業組合 

  ・事業協同組合等 

  ・団体法に同じ 

中小企業の事業活動

の機会の確保のため

の大企業者の事業活

動の調整に関する

法律        

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

中 小 企 業 倒 産          
防 止 共 済 法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下   

   50人以下又は５千万円以下   

  ・団体法に同じ 
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A                 中小企業等の定義    

 
 
 

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 ・ 資 本 金 規 模                 

中小企業等経営強化法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

 

 

 

（政令による特例）           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

・企業組合及び協業組合 

・事業協同組合、商工組合、協同組合連合

会等 

  ・団体法に同じ 

 
 
①  中小企業等協同組合法には中小企業者の定義はないが、その組合の構成員である組合員

たる事業者は、概ね次のとおりである。 

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 ・ 資 本 金 規 模                 

中小企業等協同組合法  

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 

 
 
②  株式会社商工組合中央金庫法には中小企業者の定義はないが、同金庫の取引対象は、小

規模事業者を主たる構成員とする団体又はその構成員であり、概ね次のとおりである。 

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 ・ 資 本 金 規 模                 

株 式 会 社 商 工          
組 合 中 央 金 庫 法          

工 業 等           

卸 売 業           

サ ー ビ ス 業           

小 売 業           

  300人以下又は３億円以下 

  100人以下又は１億円以下 

  100人以下又は５千万円以下 

   50人以下又は５千万円以下 
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A                 中小企業等の定義    

 
下 請 事 業 者                

法 律 名 業 種 資 本 金 規 模 等 

下請代金支払遅延等          
防 止 法          

（ 下 請 事 業 者 ）           

（物品の製造委託等） 

・個人又は３億円以下の法人で、３億円をこ

える法人と委託関係にあるもの 

・個人又は１千万円以下の法人で、１千万円

をこえ３億円以下の法人と委託関係にあ

るもの 

（情報成果物作成、役務提供委託） 

・個人又は５千万円以下の法人で、５千万円

をこえる法人と委託関係にあるもの 

・個人又は１千万円以下の法人で、１千万円

をこえ５千万円以下の法人と委託関係に

あるもの 

 
小 規 模 企 業 者                

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 等 

中 小 企 業 基 本 法          
製 造 業 ・ 建 設 業 等           

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           

  20人以下の事業者 

   5人以下の事業者 

小規模企業共済法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           

（政令による特例）           

宿泊業及び娯楽業 

  20人以下の個人又は会社等 

   5人以下の個人又は会社等 

 

 20人以下の事業者 

中小企業信用保険法          

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           

 

（政令による特例）           

  20人以下の会社及び個人等 

   5人以下の会社及び個人等 

  ・その他 

 小規模企業共済法に同じ 

小 規 模 企 業 
振 興 基 本 法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           
中小企業基本法に同じ 

 
小 規 模 事 業 者                

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 等 

商工会及び商工会議

所による小規模事業

者の支援に関する

法律        

製 造 業 ・ 建 設 業 等 

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           

（政令による特例）           

  20人以下の商工業者 

   5人以下の商工業者 

 小規模企業共済法に同じ 

 
小 企 業 者 

法 律 名 業 種 従 業 員 規 模 等 

小 規 模 企 業 
振 興 基 本 法 

製 造 業 ・ 建 設 業 等           

商 業 ・ サ ー ビ ス 業           
5人以下の事業者 
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３ 各種審議会等A 

 
（１）審議会等 

名 称 会 長 委員数 部長の職 設置根基 事務局 

山口県産業戦略本部 知 事 13 本部員 要綱 産業政策課 

 

 １ 所 掌 事 務       産業に関する総合的な政策の企画及び推進、産業に関する戦略的な指針の

策定及び進行管理 

 ２ 設 置 年 月       平成25年４月 

 ３ 委員の任期  ３年（更新の都度決定） 

山口県商工業振興対策審議会 (委員互選予定) 11 － 条例 産業政策課 

 

 １ 所 掌 事 務       中小企業の振興、工場新設の奨励、商工組合及び商工組合連合会の組合協

約に関する重要事項等の調査審議 

 ２ 設 置 年 月       昭和54年４月 

 ３ 委員の任期  ２年 

地方独立行政法人山口県産業技術ｾﾝﾀｰ 

評価委員会 
(委員互選予定) ５ － 条例 

イノベーシ

ョン推進課 

 

 １ 所 掌 事 務        地方独立行政法人山口県産業技術センターの業務活動等に関する調査審議 

 ２ 設 置 年 月        平成21年4月 

 ３ 委員の任期   ２年 

山 口 県 労 働 審 議 会 (委員互選予定) 15 － 条例 労働政策課 

 

 １ 所 掌 事 務        労働者の福祉、雇用及び就業の促進、職業能力の開発に関する事項につい

て、調査審議し、及び建議する。 

 ２ 設 置 年 月       平成13年4月 

 ３ 委員の任期   ２年 
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A 各種審議会等 

（２）協議会等 

名 称 会 長 委員数 部長の職 設置根基 事務局 

山口県地域経済牽引事業 

促進協議会 
(委員互選予定) 26 － 規約 産業政策課 

 

 １ 所 掌 事 務       地域未来投資促進法に基づく県基本計画及び地域経済牽引事業の促進に

関すること 

 ２ 設 置 年 月        平成29年９月 

 ３ 主たる委員  １９市町、山口県商工会議所連合会、山口県商工会連合会、山口県中小企

業団体中央会、山口大学、（公財）やまぐち産業振興財団、(地独)山口県産業

技術センター、県 

やまぐち半導体・蓄電池産業 

ネットワーク協議会 
知 事 － － － 産業政策課 

 

 １ 所 掌 事 務   半導体・蓄電池分野において、県内への関連産業の集積や販路拡大等に

関すること 

 ２ 設 置 年 月   令和５年８月 

 ３ 主たる構成員  半導体・蓄電池関連事業に取組む企業・個人、県内の大学及び高等専門学

校、市町、産業支援機関（（公財）やまぐち産業振興財団、（地独）山口県産

業技術センター）等 

山口県コンビナート連携会議 知 事 17 － 要綱 
産業脱炭素

化推進室 

 

１ 所 掌 事 務       県内コンビナートに関する課題等の共有及び解決に向けた検討、構想等の

策定及び進行管理に関すること 

 ２ 設 置 年 月        平成27年５月 

 ３  主たる委員   コンビナート企業、立地自治体、県 

やまぐち水素成長戦略推進協議会 副知事 42 － 要綱 
産業脱炭素

化推進室 

 

 １ 所 掌 事 務  水素ステーションを核とした取組モデルの県内普及と水素エネルギー社

会の実現に向けた全県的な推進 

 ２ 設 置 年 月       平成26年11月 

 ３  主たる委員  水素製造事業者、水素インフラ事業者、ガス事業者、自動車等メーカー、 

県内関係団体・支援機関、学識経験者、中国経済産業局、１９市町、県 

山口県自動車産業イノベーション

推進会議 
理 事 11 － 会則 

産業脱炭素

化推進室 

 

 １ 所 掌 事 務  自動車関連産業のイノベーション創出に向けた会員相互の交流の場の創

出、企業間又は産学公金の連携による研究開発の促進等 

 ２ 設 置 年 月       平成31年２月 

 ３ 主たる委員  県内企業、大学、金融機関、(公財)やまぐち産業振興財団、(地独)山口県 

産業技術センター、県 
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A 各種審議会等 

 

名 称 会 長 委員数 部長の職 設置根基 事務局 

山口県企業誘致推進連絡協議会 知 事 20 ― 規程 
企業立地 

推進課 

 

 １ 所 掌 事 務       企業誘致に係る情報の交換並びに資料の収集及び提供、企業・業界団体等

との折衝に関すること等 

 ２ 設 置 年 月       昭和54年３月 

 ３  主たる委員  県及び市町 

やまぐちIT・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ誘致協議会 部 長 38 会長 要綱 
企業立地 

推進課 

 

１ 所 掌 事 務  IT関連企業、サテライトオフィスの誘致に係る戦略づくり、誘致活動等 

２ 設 置 年 月  平成27年10月 

 ３  主たる委員  県、市町、通信事業者、アドバイザー（本県立地IT企業）等 

やまぐちキャッシュレス化実現会議 知 事 10 － 要綱 経営金融課 

 

 １ 所 掌 事 務        キャッシュレス化に向けた取組、関係行政機関及び関係団体との連絡調整

等 

 ２  設 置 年 月       平成31年４月 

 ３  主たる委員  商工関係団体、観光関係団体、金融機関、行政機関 

オールやまぐち！県産品売り込み会議  知 事 ７ － 要綱 経営金融課 

 

 １ 所 掌 事 務        県産品の大都市圏への売り込みに向けた取組、関係行政機関及び関係団体

との連絡調整等 

 ２  設 置 年 月       令和元年５月 

 ３  主たる委員  県、市町、地域商社、物産振興・農林水産関係団体、(公財)やまぐち産業

振興財団 

山口県大規模小売店舗立地協議会 (委員互選予定) ５ － 要綱 経営金融課 

 

 １ 所 掌 事 務        大規模小売店舗立地法の届出内容に係る専門的見地からの検討・協議 

 ２  設 置 年 月       平成12年４月 

 ３  主たる委員  学識経験者 

やまぐち次世代産業推進 

ネットワーク 
副知事 － － 会則 

イノベーシ

ョン推進課 

 

 １ 所 掌 事 務  環境・エネルギー、医療、バイオ関連産業の育成・集積に向けたネットワ

ークの形成 

 ２ 設 置 年 月       令和３年１月 
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A 各種審議会等 

 

名 称 会 長 委員数 部長の職 設置根基 事務局 

やまぐちヘルスケア関連産業 

推進協議会 
部 長 11 会長 規約 

イノベーシ

ョン推進課 

 

 １ 所 掌 事 務        ヘルスケア関連産業の創出・育成に向けた、企業や大学、産業支援機関等

の相互交流や連携の場の提供 

 ２ 設 置 年 月        令和３年２月 

３  主たる委員   県、山口市、大学、商工関係団体、(公財)やまぐち産業振興財団、 

(地独)山口県産業技術センター、(公財)山口県健康福祉財団、消費者団体 

やまぐち働き方改革推進会議 知 事 16 幹事長 要綱 労働政策課 

 

 １ 所 掌 事 務        仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進、女性活躍促進、

長時間労働の是正その他の「働き方改革」の推進に関すること 

 ２ 設 置 年 月        平成28年８月 

 ３  主たる委員   労働団体、経営者団体、金融機関、山口大学、(独)高齢・障害・求職者雇

用支援機構、学識経験者、山口労働局、県 

山口しごとセンター運営協議会 審議監 14 － 要綱 労働政策課 

 

 １ 所 掌 事 務        山口しごとセンターの運営に関すること、若者等の雇用対策に関すること 

 ２ 設 置 年 月        平成16年５月 

 ３  主たる委員   県、経済団体、教育機関、山口労働局、中国経済産業局、（公財）やまぐ

ち産業振興財団 

山口県産業労働懇話会 中野 恵 15 － 要綱 労働政策課 

 

 １ 所 掌 事 務        産業労働関係の諸問題についての意見交換会 

 ２ 設 置 年 月        昭和50年４月 

 ３  主たる委員   労働者代表、使用者代表、学識経験者 

 
 
（３）内部委員会等 

名 称 会 長 委員数 部長の職 設置根基 事務局 

山口県景気・雇用対策本部 知 事 16 本部員 要綱 産業政策課 

 

 １ 所 掌 事 務        経済・雇用動向の把握、中小企業対策、公共事業等の推進等 

 ２ 設 置 年 月        平成６年２月 

 ３  主たる構成員  副知事、公営企業管理者、教育長、各部局長、副教育長 

上関原子力発電所の安全確保等に 

関する連絡調整会議 
副知事 9 委員 要綱 産業政策課 

 

１ 所 掌 事 務        上関原子力発電所に係る知事意見に対する国の対応状況等についての評

価・検証 

 ２ 設 置 年 月        平成22年２月 

 ３  主たる委員        各部長、副教育長 
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（１）関 係 団 体                                  （令和６年４月１日現在） 

名 称 所 在 地 電話番号 

役 職 名 

代 表 者 
所 管 課 

役 職 名 

連絡責任者 

公益財団法人 
やまぐち産業振興

財団 

〒 754-0041 

山口市小郡令和１－１－１ 

ＫＤＤＩ維新ホール２階・４階 

(083) 

  902-3711 

Ｆ902-9010 

理事長 
山本 謙 

産業政策課 
事務局長 

山本 庸子 

一般社団法人 
山口県計量協会 

〒 747-1221 

山口市鋳銭司12361-31 

(083) 

  986-2591 

Ｆ985-1815 

代表理事 
礒金 國夫 

〃 
常務理事 

田中 重人 
山口県経営者協会 〒 753-0074 

山口市中央５－２－31 

(083) 

  922-0888 

Ｆ925-6487 

会長 
山本 謙 

〃 
専務理事 

阿野 徹生 
山口経済同友会 〒 753-0088 

山口市中河原町１－１ 

国際ホテル山口内 

(083) 

  920-6370 

Ｆ920-6371 

代表幹事 
平岡 英雄 
喜多村 誠 〃 

事務局長 
黒瀬 邦彦 

一般財団法人 
山口経済研究所 

〒 750-0067 

下関市大和町１－14－１ 

(083) 

  268-1155 

Ｆ268-1166 

理事長 
西村 健一 

〃 
常務理事 

渡辺 幹文 

一般社団法人 
山口県火薬保安協

会 

〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

  山口県商工会館２Ｆ 

(083) 

  925-2649 

Ｆ932-5432 

会長 
田口 琢也 

〃 
専務理事 

德永 健一 
公益社団法人 
山口県採石協会 

〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

  山口県商工会館６Ｆ 

(083) 

  925-2623 

Ｆ925-2687 

会長 
石田 修詳 

〃 
事務局長 

德永 健一 
 山口県電力協議会 〒 745-8648 

周南市御影町１－１ 

（株）トクヤマ 徳山製造所内 

(0834) 

   34-2411 

Ｆ 33-3584 

会長 
雪本 和則 

〃 
事務局長 

吉田 智則 
中国地方電力使用

合理化委員会 
〒 730-8701 

広島市中区小町４－33 

  中国電力（株）本店内 

(082) 

  544-2582 

Ｆ544-2574 

委員長 
棚田 健司 

〃 
事務局幹事 

岡成 聡 

   Ｆ…ＦＡＸ番号 
 

４ 関 係 団 体 等 名 簿A 
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A 関係団体等名簿     

 
 

名 称 所 在 地 電話番号 

役 職 名 

代 表 者 
所 管 課 

役 職 名 

連絡責任者 

公益財団法人 
周南地域地場産業

振興センター 

〒 745-0814 

周南市鼓海２丁目118－24 

(0834) 

   25-3210 

Ｆ 25-0322 

理事長 
藤井 律子 

経営金融課 
専務理事 

渡辺 隆 
山口県商工会議所

連合会 
〒 750-8513 

下関市南部町21－19 

  下関商工会館内 

(083) 

  234-1104 

Ｆ222-0099 

会頭 
川上 康男 

〃 
専務理事 

嶋本 健児 
山口県商工会連合

会 
〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

  山口県商工会館内 

(083) 

  925-8888 

Ｆ925-8700 

会長 
藤村 利夫 

〃 
専務理事 

藏藤 共存 
一般財団法人 
山口県商工会館 

〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

(083) 

  925-6720 

Ｆ924-9019 

理事長 
木村 進 

〃 
専務理事 

西田 隆男 
山口県中小企業団

体中央会 
〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

  山口県商工会館内 

(083) 

  922-2606 

Ｆ925-1860 

会長 
矢敷 健治 

〃 
専務理事 

坂本 竜生 
山口県火災共済協

同組合 
〒 753-0074                 

山口市中央４丁目５－16      

  山口県商工会館内 

(083) 

  925-6370 

Ｆ925-6372 
理事長 

矢敷 健治 
〃 

一般社団法人 
山口県情報産業協

会 

〒 755-0042 

宇部市松島町17-３ 

 ハイウッドビル４階 

 （有）トラステック内 

(0836) 

  35-0528 

Ｆ35-0528 

会長 
長畑 勉 

〃 
専務理事 

本廣 敏孝 
一般社団法人 
山口県デザイン協会 

〒 753-0043 

山口市宮島町７番29号 

(有)アドバタイジング真 内 

(083) 

  922-7822

Ｆ922-7822 

会長 
嵐川 真次 

〃 
専務理事 

是國 光成 

山口県広告業協会 〒 745-0873 

周南市三田川5811-10 

三田川ビル 

 

(0834) 

  21-3846  

Ｆ22-2892 

会長 
西本 恵三 

〃 
事務局長 

中村 卓 

Ｆ…ＦＡＸ番号 
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A 関係団体等名簿     

 
 

名 称 所 在 地 電話番号 

役 職 名 

代 表 者 
所 管 課 

役 職 名 

連絡責任者 

山口県商店街振興

組合連合会 
〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

山口県商工会館 

山口県中小企業団体中央会内 

(083) 

  922-2606 

Ｆ925-1860 
理事長 
北條 栄作 

経営金融課 

山口県流通センター

株式会社 
〒 753-0872 

山口市朝田流通センター 

10601－３ 

(083) 

  921-2100 

Ｆ924-8677 

代表取締役 
有吉 政博 

〃 
専務取締役 

坂本 哲宏 
山口県信用保証協

会 
〒 753-0074                 

山口市中央４丁目５－16      

  山口県商工会館内 

(083) 

  921-3090 

Ｆ921-2055 

会長 
木村 進 

〃 
専務理事 

藤山 裕之  

一般社団法人 
山口県中小企業経

営者協会 

〒 753-0064 

山口市神田町５－11 

  山口神田ビル４Ｆ 

(083) 

  923-9908 

Ｆ928-7151 

会長理事 
荻野 利浩 

〃 
事務局長 

青沼 理惠 
一般社団法人 
山口県銀行協会 

〒 750-0013 

下関市入江町２－12 

(083) 

  222-6176 

Ｆ222-6175 

会長 
曽我 徳將 

〃 
常務理事 

綿重 栄 
山口県信用金庫協

会 
〒 753-0047 

山口市道場門前１丁目５－１ 

(083) 

  922-4042 

Ｆ924-2368 

会長 
池上 弘 

〃 
事務局長 

福武 修  
山口県信用組合協

会 
〒 756-0824 

山陽小野田市中央１丁目２－40 

 

(0836) 

   84-3300 

Ｆ 83-7100 

会長 
間宮 哲男 

〃 
事務局長 

引藤 裕之 
日本貸金業協会山

口県支部 
〒 754-0011 

山口市小郡御幸町５－24 

(083) 

  973-6220 

Ｆ973-6221 

会長 
倉中 伸 

〃 
事務長 

橋本 成史 

一般社団法人 
山口県中小企業診

断協会 

〒 753-0074 

山口市中央４丁目５－16 

 山口県商工会館内 

(083) 

  934-3510 

Ｆ934-3533 

会長 
金田 孝三郎 

〃 

Ｆ…ＦＡＸ番号  
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A 関係団体等名簿     

 

名 称 所 在 地 電話番号 

役 職 名 

代 表 者 
所 管 課 

役 職 名 

連絡責任者 

地方独立行政法人

山口県産業技術セ

ンター 

〒 755-0195 

宇部市あすとぴあ４丁目１－１ 

(0836) 

   53-5050 

Ｆ 53-5070 

理事長 
小関 浩幸 イノベーシ

ョン推進課 副理事長 
前田 秀治 

一般社団法人 
山口県発明協会 

〒 754-0041 

山口市小郡令和１－１－１ 
 山口市産業交流拠点施設（オフィス棟内） 

（(公財)やまぐち産業振興財団内） 

(083) 

  902-9339 

Ｆ902-9010 

会長 
福田 浩治 

〃 
事務局長 

遠藤 雅文 
一般財団法人 
山口県国際総合セ

ンター 

〒 750-0018 

下関市豊前田町３－３－１ 

(083) 

  231-5778 

Ｆ231-5787 

理事長 
三浦 健治 

〃 
常務理事 

和田 守正 
独立行政法人 
日本貿易振興機構

山口貿易情報セン

ター 

〒750-0018 

下関市豊前田町３－３－１ 

 国際貿易ビル７Ｆ 

(083) 

  231-5022 

Ｆ233-3506 
所長 

深川 敦子 
〃 

山口県労働協会 〒 753-8501 

山口市滝町１－１ 

 労働政策課内 

(083) 

  933-3220 

Ｆ933-3229 

理事長 
近本 佐知子 

労働政策課 
事務局長 

福冨 賢一 
一般社団法人 
山口県勤労福祉共

済会 

〒 753-8501 

山口市滝町１－１ 

 労働政策課内 

(083) 

  933-3223 

Ｆ933-3229 

理事長 
東 泰宏 

〃 
事務局長 

福冨 賢一 
一般社団法人 
山口県労働者福祉

協議会 

〒 753-0078 

山口市緑町３－29 

山口県労働者福祉文化中央 

会館１Ｆ 

(083) 

  925-7332 

Ｆ921-1650 

会長 
中繁 尊範 

〃 
専務理事 

藤山 毅 
日本労働組合総連

合会山口県連合会 
〒 753-0078 

山口市緑町３－29 

 山口県労働者福祉文化中央

会館３Ｆ 

(083) 

  932-1123 

Ｆ932-1131 

会長 
伊藤 正則 

〃 
事務局長 

中元 直樹 
山口県労働組合総

連合 
〒 753-0074 

山口市中央４丁目３－３ 

山口県労連会館２Ｆ 

(083) 

  932-0465 

Ｆ932-0412 
事務局長 

松冨 豊 
〃 

公益社団法人 
山口県シルバー人

材センター連合会 

〒753-0079 

山口市糸米２丁目１３－３５ 

県土連ビル１Ｆ 

(083) 

  921-6070 

Ｆ921-6077 

会長 
大田 良充 

〃 
常務理事兼事務局長 
浜田 美智子 

Ｆ…ＦＡＸ番号 



- 81 - 
 

A 関係団体等名簿  

 

名 称 所 在 地 電話番号 

役 職 名 

代 表 者 
所 管 課 

役 職 名 

連絡責任者 

山口県社会保険労

務士会 
〒753-0074 

山口市中央４丁目５－１６ 

 山口県商工会館２Ｆ 

(083) 

  923-1720 

Ｆ923-9802 

会長 
宇佐美 理世 

労働政策課 
事務局長 

大神 尚子 
山口県職業能力開

発協会 
〒753-0051 

山口市旭通り２丁目９－１９ 

 山口建設ビル３Ｆ 

(083) 

 922-8646 

Ｆ922-9761 

会長 
宮本 ゆり子 

産業人材課 
専務理事兼事務局長 

松岡 光信 

Ｆ…ＦＡＸ番号  
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（２）商工会議所・商工会                            （令和６年４月１日現在） 

会議所・商工会名 所 在 地 電話番号 会頭・会長名 

下関商工会議所 
〒 750-8513 
  下関市南部町21－19 

(083) 
  222-3333 
Ｆ222-4094 

川上 康男 

宇部    〃 
〒 755-8558 
  宇部市松山町１丁目16－18 

(0836) 
   31-0251 
Ｆ 22-3355 

杉下 秀幸 

山口    〃 
〒 753-0086 
  山口市中市町１－10 

(083) 
  925-2300 
Ｆ921-1555 

河野 康志 

防府    〃 
〒 747-0037 
  防府市八王子２丁目８－９ 

(0835) 
   22-4352 
Ｆ 22-4763 

羽嶋 秀一 

岩国    〃 
〒 740-8639 
  岩国市今津町１丁目18－１ 

(0827) 
   21-4201 
Ｆ 21-4646 

豊島 貴子 

徳山    〃 
〒 745-0033 
  周南市みなみ銀座１－26 

(0834) 
   31-3000 
Ｆ 32-3303 

原田 康宏 

萩      〃 
〒 758-0047 
  萩市東田町19－４ 

(0838) 
   25-3333 
Ｆ 25-3436 

藤井 敏 

下松    〃 
〒 744-0008 
  下松市新川２丁目1-38 

(0833) 
   41-1070 
Ｆ 44-2022 

弘中 善昭 

小野田 〃 
〒 756-0824 
  山陽小野田市中央２丁目３－１ 

(0836) 
   84-4111 
Ｆ 84-4180 

藤田 敏彦 

光      〃 
〒 743-0063 
  光市島田４丁目14－15 

(0833) 
   71-0650 
Ｆ 71-1782 

東 日出夫 

長門    〃 
〒 759-4101 
  長門市東深川1321－１ 

(0837) 
   22-2266 
Ｆ 22-6490 

中原 文典 

柳井    〃 
〒 742-8645 
  柳井市中央２丁目15－１ 

(0820) 
   22-3731 
Ｆ 22-8811 

藤本 憲治 

山陽    〃 
〒 757-0001 
  山陽小野田市鴨庄101－29 

(0836) 
   73-2525 
Ｆ 73-2526 

豊田 弘光 

新南陽 〃 
〒 746-0017 
  周南市宮の前２丁目６－13 

(0834) 
   63-3315 
Ｆ 63-8397 

赤坂 徳靖 

周防大島町商工会 
〒 742-2301 
  周防大島町久賀4485 

(0820) 
   79-0300 
Ｆ 72-2277 

川本 隆夫 

和木町    〃 
〒 740-0061 
  玖珂郡和木町和木２丁目１－１ 

(0827) 
   53-2066 
Ｆ 53-4349 

津島 宏保 

岩国西   〃 
〒 742-0417 
  岩国市周東町下久原1568－2 

(0827) 
   84-0183 
Ｆ 84-0271 

藤中 秀幸 

 Ｆ…ＦＡＸ番号 
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A 関係団体等名簿  

 
 

会議所・商工会名 所 在 地 電話番号 会頭・会長名 

やましろ商工会 〒 740-0502 
岩国市美川町四馬神1310-4 

(0827) 
   76-0100 
Ｆ 76-0800 

藤村 利夫 

大畠   〃 〒 749-0101 
柳井市神代4830 

(0820) 
   45-2414 
Ｆ 45-2456 

河本 義方 

上関町  〃 〒 742-1402 
熊毛郡上関町長島437-5 

(0820) 
   62-0177 
Ｆ 62-0855 

濵田 憲昭 

田布施町 〃 〒 742-1511 
熊毛郡田布施町下田布施814－１ 

(0820) 
   52-2983 
Ｆ 52-2981 

木谷 行和 

大和   〃 〒 743-0103 
光市大字岩田2488-30 

(0820) 
   48-2705 
Ｆ 48-2781 

清弘 俊幸 

平生町  〃 〒 742-1102 
熊毛郡平生町平生村178 

(0820) 
   56-2245 
Ｆ 56-3051 

世山 文男 

熊毛町  〃 
〒 745-0663 
周南市熊毛中央町3-7  
 社会福祉協議会２Ｆ 

(0833) 
   91-0007 
Ｆ 91-5700 

片山 秀則 

鹿野町  〃 〒 745-0302 
周南市鹿野上2976 

(0834) 
   68-2259 
Ｆ 68-4103 

野原 博美 

都濃   〃 〒 745-0122 
周南市須々万本郷575-1 

(0834) 
   88-0010 
Ｆ 88-0070 

國兼 馨 

山口県央 〃 〒 754-1277 
山口市阿知須4233-31 

(0836) 
   65-2129 
Ｆ 65-2127 

会長代行 
今津 太一 

徳地   〃 〒 747-0231 
山口市徳地堀1817 

(0835) 
   52-0026 
Ｆ 52-1485 

手島 博司 

くすのき 〃 〒 757-0216 
宇部市大字船木442-11 

(0836) 
   67-1352 
Ｆ 67-0357 

岡田 正平 

美祢市  〃 〒 759-2212 
美祢市大嶺町東分320-3 

(0837) 
   52-0434 
Ｆ 52-0464 

吉野 一 

下関市  〃 〒 759-6311 
下関市豊浦町吉永1861-1 

(083) 
  772-0625 
Ｆ772-2361 

西島 英敏 

ながと大津 〃 〒 759-3803 
長門市三隅中1524-2 

(0837) 
   43-0033 
Ｆ 43-2199 

安倍 隆史 

萩阿武  〃 〒 759-3112 
萩市下田万1194-1 

(08387) 
    2-0213 
Ｆ  2-1568 

会長代行 
波田 伸一 

萩・阿西  〃 〒 758-0141 
萩市川上4462-15 

(0838) 
   54-5500 
Ｆ 54-2036 

吉松 利之 

 Ｆ…ＦＡＸ番号 
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（３）金 融 機 関                    （令和６年４月１日現在） 

金 融 機 関 名 所 在 地 電話番号 役 職 名 

日本銀行下関支店 
 

〒 750-8601 

  下関市岬之町７－１ 

(083) 

  233-3111 

支店長 
重本 浩志 

(株)日本政策金融公庫山口支店 
 

〒 753-0077 

  山口市熊野町１－10 

(083) 

  922-3660 

支店長 
平野 雅之 

(株)日本政策金融公庫下関支店 
〔①国民生活事業〕 
〔②中小企業事業〕 

〒 750-0016 

  下関市細江町２丁目４－３ 

 

(083) 

①222-6225 

②223-2251 

支店長 
妹尾 和英 

(株)日本政策金融公庫岩国支店 
 

〒 740-0018 

  岩国市麻里布町４－１－３ 

 ＡＫＲビルⅡ 

(0827) 

   22-6265 

支店長 
増﨑 知徳 

(株)日本政策金融公庫徳山支店 
 

〒 745-0036 

  周南市本町１－３ 

(0834) 

   21-3455 

支店長 
澤田 かおり 

(株)商工組合中央金庫下関支店 
 

〒 750-0016 

  下関市細江町１丁目１-13 

(083) 

  223-1151 

支店長 
石川 貴広 

(株)商工組合中央金庫徳山支店 
 

〒 745-0033 

  周南市みなみ銀座１－26 

(0834) 

   21-4141 

支店長 
石川 貴広 

 
（４）ベンチャーキャピタル                （令和６年４月１日現在） 

名 称 所 在 地 電話番号 役 職 名 

山口キャピタル(株) 
 
 

〒 750-8603 

  下関市竹崎町４丁目2-36 

(082) 

  236-0165 

代表取締役 
伊藤 忠志 
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５ 産 業労働部関連主要行事等一覧A  

 

昭和53年 4月 山口勤労者いこいの村竣工 

(1978年) 9月 第三次県勢振興の長期展望発表 

11月 下関市が特定不況地域に指定される 

昭和54年 3月 山口県企業誘致推進協議会の設置 

4月 小野田市勤労青少年ホーム開館 

昭和55年 4月 県立西部高等産業職業訓練校開校 

(1980年)12月 マツダ西の浦工場の建設決定 

昭和56年 6月 光勤労者体育センター竣工 

(1981年) 7月 商工情報センター開所 

8月 本郷村勤労者野外活動施設竣工 

昭和57年 3月 宇部テクノポリス基本構想策定 

(1982年) 4月・テクノポリス推進室新設 

・田万川町勤労者体育センター竣工 

・阿知須町勤労者体育センター竣工 

・県東部婦人就業センター竣工 

・働く婦人の家、宇部市婦人センター開館 

9月・マツダ防府工場が本格的操業開始 

・日本電気の神元団地(楠町)進出決定 

昭和58年 1月 岩国中高年齢労働者福祉センター 

(1983年)   “サンライフ岩国”竣工 

4月・岩国市働く婦人の家開館 

・豊浦町勤労青少年ホーム開館 

5月 宇部フェニックステクノポリスの開発 

構想策定 

9月 萩勤労者野外活動施設竣工 

10月 県産業技術開発機構開所 

昭和59年 3月 宇部フェニックステクノポリスが 

(1984年)   国の地域指定を受ける 

5月 小郡町勤労青少年ホーム開館 

8月 弥栄発電所着工 

昭和60年 4月 山口日本電気㈱が本格操業開始 

(1985年) 6月 ＴＨＫ山口工場が本格操業開始 

8月 県西部婦人就業センター竣工 

9月 宇部中高年齢労働者福祉センター竣工 

10月 流通センター会館起工 

昭和61年 4月・県労政事務所統合 

(1986年)  ・県流通センター竣工 

・新小野田発電所１号機運転開始 

5月 阿武町勤労者体育センター竣工 

8月・宇部新都市テクノリサーチセンターが  

リサーチコア整備基本調査のサンプル 

調査地域に選定される 

・山口テクノパーク土地造成計画の承認 

11月 福栄発電所着工 

12月 特定地域中小企業対策臨時措置法に基 

づく特定地域に下松・光地域、下関地 

域が指定される 

昭和62年 1月 新小野田発電所２号機運転開始 

(1987年) 2月・瀬田工業団地の本格造成工事に着手 

・第四次県勢振興の長期展望公表 

3月・宇宙通信㈱追跡運用管制センターの 

山口市への進出決定 

・柳井発電所１号系列着工 

4月・山口市働く婦人の家開館 

・特定地域対策室新設 

・東京理科大学山口短期大学開校 

・県メカトロ技術センター開所 

6月 地域雇用開発計画策定 

9月・山口テクノパーク起工 

・萩中高年齢労働者福祉センター竣工 

・光勤労身体障害者教養文化体育施設竣 

工 

10月・日本国際通信㈱衛星通信局の山口市へ 

の進出決定 

・徳山パートバンク開設 

・秋吉台家族旅行村開村 

・特定地域中小企業振興計画策定 

昭和63年 3月 国際デジタル通信㈱衛星地球局の 

(1988年)   菊川町への進出決定 

4月 商工行政組織の再編 

6月・商工業振興ビジョン策定 

・瀬田工業団地竣工 

7月 福栄発電所運転開始 

平成元年 2月 超高温材料研究センター推進室新設 

(1989年) 3月 秋芳勤労者体育施設（Ａ型）竣工 

4月 周南地域地場産業振興センター開所 

11月 連合山口・県労連結成 

平成２年 3月・㈱超高温材料研究センター創立 

(1990年)  ・山口労働者福祉センター(Ａ型)竣工 

・山口テクノパーク一部分譲開始 

4月・山口・防府地域工芸・地場産業振興 

センター開所 

・職業訓練校を高等産業技術学校に名 

称変更 

・西部高等産業技術学校に観光ビジネス 

科新設 

6月・'90年代の中小企業振興ビジョン策定 

・山口県勤労者対策基本構想策定 

8月 宇部新都市事業実施基本計画の認可 

10月・柳井発電所２号系列着工 

・周東町勤労青少年ホーム竣工 
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11月 柳井発電所１号系列運転開始 

12月・鋳銭司団地土地造成計画の承認 

・企業誘致が第一次石油ショック後最高 

の46社を記録 

平成３年 3月・瀬田工業団地完売 

(1991年)  ・小売商業活性化プラン策定 

4月・(株)超高温材料研究センター開業 

・東部高等産業技術学校に介護サービス 

科新設 

・周南コンピュータ・カレッジ開校 

11月 山口県科学技術振興会議(第１回) 

平成４年 1月・日本軽金属㈱の木屋川団地(下関市) 

(1992年)   進出決定 

・下松市特定商業集積整備基本構想の承認 

・美祢勤労者総合福祉センター(Ａ型) 

竣工 

2月 宇部新都市土地区画整理事業認可 

4月 宇部フェニックステクノポリスの２期 

計画承認 

6月 頭脳立地計画承認 

7月 新南陽勤労者体育施設（Ｂ型）竣工 

9月 山口県科学技術振興奨励賞(第１回) 

10月・宇部新都市起工 

・防府地域職業訓練センター開設 

11月・下関勤労者総合福祉センター(Ａ型) 

竣工 

・鋳銭司団地起工 

平成５年 3月・山口県技術振興基本構想（インター 

(1993年)   テック山口21構想）策定 

・「特定中小企業集積の活性化に関する 

臨時措置法」に基づき「周南地域活 

性化計画」が国の承認を受ける 

8月 山陽新幹線厚狭駅設置基本協定を締結 

11月・下松タウンセンターオープン 

・光勤労者総合福祉センター(Ａ型)竣工 

平成６年 2月 「山口県景気・雇用対策本部」を設置 

(1994年) 3月・山口県科学技術振興指針策定 

・「特定中小企業集積の活性化に関する 

臨時措置法」に基づき「下関地域活 

性化計画」が国の承認を受ける 

・下関市が「山口県輸入促進地域」とし 

て国の承認を受ける 

4月 婦人就業センターを女性就業センター 

に名称変更 

5月・周南工流シティー竣工 

・ひかりソフトパーク竣工 

7月・美祢テクノパーク土地等造成計画の 

承認 

・山口県国際総合センター起工 

9月 宇部臨空頭脳パーク起工 

平成７年 1月・木屋川工業団地竣工 

(1995年)  ・阪神・淡路大震災に伴う空の大阪臨時 

便運航（ＡＮＫ） 

・山口経済同友会発足 

2月・美祢テクノパーク起工 

・山口勤労者総合福祉センター(Ａ型)  

竣工 

4月・東部高等産業技術学校にグラフィック 

デザイン科新設 

・山口東京理科大学開校 

5月 米国ジェット推進研究所(ＪＰＬ)との 

国際共同研究協力協定の調印 

9月・デザインミーティング'95 

・阿知須干拓地の愛称「エコランド・ 

あじす」に決定 

・Ｕターン就職者1,000人突破 

11月 山口県産業科学技術振興賞(第１回) 

平成８年 2月 ニチハ㈱の木屋川団地(下関市)進出 

(1996年)   決定、木屋川団地完売 

3月 サンパーク阿知須オープン 

4月 宇部勤労者総合福祉センター(Ａ型) 

竣工 

7月 山口県国際総合センター（海峡メッセ 

下関）竣工 

8月 二井知事就任 

9月 “やまぐち未来”デザイン大賞表彰 

（第１回） 

10月 周東勤労者総合スポーツ施設（サン・ 

ビレッジ周東）竣工 

11月 宇部臨空頭脳パーク竣工 

平成９年 2月 美祢テクノパーク竣工 

(1997年) 3月・知的所有権センター運用開始 

・山口県産業活性化指針策定 

4月・商工労働行政組織の再編 

・工業技術センター起工 

5月 宇部新都市（あすとぴあ）街びらき 

6月 計量検定所起工 

10月・ベンチャースクール開講 

・デザイン・ラボ２１（第１回）        
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・(社)山口県シルバー人材センター連合 

会設立 

・山口就職電脳情報開設 

12月 山口県小売商業振興ビジョン策定 

平成10年 1月 下関・青島定期航路開設 

(1998年) 2月・「やまぐち企業交流フェア」開催 

（第１回） 

・ベンチャープラザ開催 

3月・熊毛勤労者総合福祉センター(Ａ型) 

竣工 

・山口県女性労働対策指針策定 

・計量検定所竣工 

5月 「第12回香港国際旅遊交易会」出展 

6月 山口県大阪事務所移転 

11月 海峡ゆめタワー有料入場者100万人 

達成 

12月 山口宇部空港新ターミナルビル起工 

平成11年 3月 宇部テクノパーク竣工 

(1999年) 4月 産業技術センター竣工 

12月 小野田・楠企業団地起工 

平成12年 3月・ワーク＆ライフ山口（山口県勤労者 

(2000年)   対策基本構想）策定 

・新エネルギー導入ビジョン策定 

4月・商工労働行政組織の再編 

・新事業創出基本構想策定 

・(財)やまぐち産業振興財団設立 

8月 「山口地域高度技術産業集積活性化計 

画」同意 

平成13年 3月・産業振興ビジョン２１策定 

(2001年)  ・第７次山口県職業能力開発計画策定 

4月・「障害者雇用支援センター」を設置 

・上関原子力発電所計画に係る知事意見 

の提出 

5月 山口県東京ビジネスセンター開設 

7月 山口臨空インキュベーションオフィス 

開設 

9月 宇部新都市土地区画整理事業完了 

平成14年 4月・商工労働行政組織の再編 

(2002年)  ・知的クラスター創成事業(試行地域) 

実施決定 

・山口商工会議所と小郡商工会議所が 

合併 

6月 山口県雇用促進計画策定 

7月・ＩＴビジネスセンターやまぐち開設 

・産業技術センター研究開発中期計画 

策定 

8月 産業技術センター１００周年記念行事 

開催 

10月 山口きらら博メモリアルイベント開催 

11月 山口県産学公連携アクションプログ 

ラム策定 

平成15年 3月・山口県女性労働対策指針（第二次） 

(2003年)   策定 

・小野田・楠企業団地竣工 

・山口テクノ第２団地（Ｂ地区）竣工 

4月・商工労働行政組織の再編 

・山口県フィルム・コミッション設立 

・ＩＴフィールド運用開始 

平成16年 2月 知的クラスター創成事業・本格実施 

(2004年) 4月・商工労働行政組織の再編 

・山口県若者就職支援センター開設 

7月 新事業創造支援センター開設 

10月 技能五輪・アビリンピック山口大会 

プレイベントの開催 

平成17年 4月 下関４商工会の合併(下関市商工会) 

(2005年)10月 技能五輪・アビリンピック山口大会 

開催 

平成18年 4月・商工労働行政組織の再編 

(2006年)  ・周防大島４商工会の合併（周防大島町 

商工会） 

・萩４商工会の合併(萩・阿西商工会) 

・都市エリア産学官連携促進事業に採択 

（小野田・下関エリア） 

10月 ものづくりフェスタ２００６開催 

11月 第８次山口県職業能力開発計画策定 

平成19年 3月 やまぐち就業促進計画策定 

(2007年) 4月・岩国４商工会の合併(やましろ商工会) 

・萩・阿武３商工会の合併（萩阿武商 

工会） 

5月 「山口県高度技術産業集積推進本部」を設置 

6月 ほうふ若者サポートステーション開設 

平成20年 4月・岩国３商工会の合併(岩国西商工会) 

(2008年)  ・美祢３商工会の合併(美祢市商工会) 

・長門３商工会の合併(ながと大津商工会) 

・「山口県産業技術センター法人化準備委 

員会」を設置 

・「東京・大阪企業誘致センター」を設置 

5月・やまぐち子育て応援に関する共同宣言 

・やまぐち子育て応援企業宣言制度創設 
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・うべ若者サポートステーション開設 

6月 しゅうなん若者サポートステーション 

開設 

7月 やまぐちブランド技術研究会設立 

11月・一日中小企業庁inやまぐち開催   

・やまぐち事業化支援・連携コーディ 

ネート会議設立 

平成21年 1月 やまぐち地域総合支援ファンド創設 

(2009年) 2月・地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター設立に係る総務大臣認可 

・山口県企業立地促進基本計画策定 

3月 山口県知的財産基本戦略策定 

4月・地方独立行政法人山口県産業技術セ 

ンター設立 

・山口・阿東3商工会の合併(山口県央商 

工会) 

5月 山口県デザインセンター開設 

6月 やまぐち障害者雇用推進企業認定制度 

創設 

7月 地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター中期計画の県知事認可 

9月・ふるさと産業フェスタin周南開催 

・ 知的クラスター創成事業(グローバル 

拠点育成型)事業開始 

11月・やまぐち工業振興推進計画策定 

・やまぐち就業促進計画改定 

平成22年10月 やまぐち総合ビジネスメッセ開催 

(2010年)11月 山口県高度技術産業集積推進本部会議 

開催 

平成23年 3月・地方独立行政法人山口県産業技術 

(2011年)   センター技術戦略(ロードマップ)策定 

・やまぐちイノベーション創出推進拠点を 

整備 

4月 創業支援連絡会議設立 

5月・山口県産業技術センター・山口大学包 

括的連携・協力協定を締結 

・パーソナル・サポートセンターやまぐち開設 

6月 若者就職再チャレンジ実践講座開講 

7月 「山口県産業技術センター東部地域サ 

テライト窓口」を設置 

11月 やまぐち総合ビジネスメッセ開催 

平成24年 1月 テルモ(株)の山口テクノパーク(山口 

(2012年)   市)進出決定 

3月 やまぐち工業振興推進計画改定 

4月 「やまぐち産学公連携推進会議」を設置 

6月 職業訓練法人周南コンピュータ・カレ 

ッジ解散 

8月 山本知事就任 

10月・やまぐち総合ビジネスメッセ来場者４ 

千人を達成 

・山口県中小企業支援ネットワーク設立 

平成25年 4月・商工労働行政組織の再編 

(2013年)   ・山口県企業立地促進基本計画策定 

・しものせき若者サポートステーション 

開設 

5月 「やまぐちイノベーション推進協議会 

」を設置 

7月 「やまぐち産業人財創造協議会」設置、  

戦略産業雇用創造プロジェクト開始 

10月・やまぐち商工業推進計画策定 

・やまぐち雇用・人財育成計画策定 

・やまぐち総合ビジネスメッセ来場者 

１万人を達成 

・「やまぐち医療関連成長戦略推進協議 

会」を設置 

       ・「やまぐち産業戦略研究開発等補助金」 

創設 

12月・東部高等産業技術学校に溶接科短期コ 

ース新設 

平成26年 2月・村岡知事就任 

(2014年)   ・地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター第２期中期計画の県知事認可 

4月・商工労働行政組織の再編 

・山口県産業技術センターに「イノベー 

ション推進センター」を設置 

・｢医療関連産業クラスター構想｣｢環境・ 

エネルギー産業クラスター構想」策定 

・周南市への液化水素ステーションの誘 

致決定 

5月 (株)フジシールウエストの宇部テクノ 

パーク(宇部市)進出決定 

6月 やまぐち産業振興財団に「山口県よろ 

ず支援拠点」を設置 

7月 「山口県中小企業融資制度に係る中小 

企業者等の事業の再生のための措置に 

関する条例」の施行 

8月・やまぐちイクメン応援企業宣言制度 

創設 

・地域イノベーション戦略支援プログラ 

ム事業開始 

・「山口県海外ビジネス研究会」を設置 
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9月 山口テクノ第２団地完売 

11月・やまぐちものづくり＆ビジネスフェア 

2014来場者１万６千人を達成 

      ・「やまぐち水素成長戦略推進協議会」を 

設置 

・やまぐち医療関連成長戦略推進協議会 

に「やまぐち介護・福祉機器研究会」 

を設置 

平成27年 1月  龍谷大学と就職支援協定を締結 

(2015年) 3月・京都女子大学と就職支援協定を締結 

・山口労働局と雇用対策推進協定を締結 

・やまぐち商工業推進計画改定 

・やまぐち雇用・人材育成計画改定 

4月・商工労働行政組織の再編 

・女性創業応援やまぐち(株)（ＷＩＳ 

やまぐち）設立 

・立命館大学と就職支援協定を締結 

・企業誘致立志応援団の創設 

5月 関西大学と就職支援協定を締結 

6月・やまぐち産業振興財団に「山口県事業 

引継ぎ支援センター」を設置 

・武庫川女子大学、短期大学部と就職支 

援協定を締結 

8月・水素ステーションが周南市内に開業 

(中国・四国地方で初) 

・燃料電池自動車(FCV)を公用車に導入 

(中国・四国地方の自治体としては初) 

・ＵＪＩターン創業セミナー(東京)開催 

・日本政策金融公庫、商工組合中央金庫 

等との中小企業の成長支援に係る連携 

に関する協定を締結 

・同志社大学と就職支援協定を締結 

10月・本社機能強化に係る県地域再生計画 

策定 

・関西学院大学と就職支援協定を締結 

・やまぐち総合ビジネスメッセ開催 

・「やまぐちＩＴ・サテライトオフィス 

誘致協議会」を設置 

11月・イクボスセミナー開催 

・やまぐち産業振興財団に「山口県プロ 

フェッショナル人材戦略拠点」を設 

置 

12月 神戸学院大学と就職支援協定を締結 

平成28年 2月  安田女子大学、短期大学と就職支援協 

(2016年)   定を締結 

3月・やまぐち商工業推進計画改定 

・(株)ビジコムの周防大島町進出決定 

山口県初のサテライトオフィス誘致 

・小野薬品工業(株)の山口テクノパーク 

(山口市)進出決定 

4月 西南女学院大学・短期大学部と就職支 

援協定を締結 

5月 (株)トクヤマの本社機能強化 

本社機能移転型認定第１号 

8月 やまぐち働き方改革推進会議設立 

9月・やまぐち働き方改革支援センター開設 

・広島修道大学と就職支援協定を締結 

10月・近畿大学、広島経済大学と就職支援協 

定を締結 

・やまぐち総合ビジネスメッセ開催 

11月・やまぐち創業応援スペース「mirai365」開設 

・県支援により、山口大学に「再生・細 

胞治療研究センター」を設置 

・日本大学と就職支援協定を締結 

12月 鋳銭司団地完売 

平成29年 2月・働き方改革セミナー開催 

(2017年)  ・西南学院大学、広島工業大学と就職支 

援協定を締結 

・県支援により、山口大学に「やまぐち 

IoT・ロボット技術研究会」を設立 

3月・明治大学、神奈川大学と就職支援協定 

を締結 

・山口県産業技術センターに「衛星デー 

タ解析技術研究会」を設置 

・山口県IoT推進ラボの選定 

6月 年次有給休暇の取得促進キャンペーン 

開始 

8月・「誰もが活躍できるやまぐちの企業」 

認定制度創設 

・創価大学・創価女子短期大学と就職 

支援協定を締結 

9月・障害者雇用促進セミナー開催 

・地域未来投資促進法に基づく県計画 

(成長ものづくり分野)策定 

10月・地域商社やまぐち株式会社設立 

・やまぐち総合ビジネスメッセ開催 

・福岡大学と就職支援協定を締結 

12月・テルモ㈱(山口テクノパーク(山口市)) 

の新工場建設決定 

・企業誘致が平成26年以降の4年間で100件を 

超える109件、計画雇用人数3,090人を達成 

・働き方改革セミナー開催 

・京都産業大学、東海大学と就職支援 

協定を締結 

・地域未来投資促進法に基づく県計画 

(農林水産・地域商社分野、第４次産業 

革命分野、観光・スポーツ・文化・ま 

ちづくり分野、再生可能エネルギー分 

野、ヘルスケア分野）策定 

平成30年 3月・働き方改革実践モデル企業の成果 

（2018年）  報告会開催
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4月・やまぐち産業振興財団に「生産性向上 

・人材創造拠点」を設置 

・女性の職域拡大等に向けた「女性活躍 

促進施設整備補助金」を創設 

8月・宇部テクノパーク完売 

・山口県若者就職支援センターを改組し 

「山口しごとセンター」を開設 

9月 やまぐち産業維新展開催 

10月・やまぐち産業イノベーション戦略策定 

・「やまぐち働き方改革推進優良企業」 

第1回表彰を実施 

11月・山口県産業技術センターに「スマート 

★づくり研究会」を設置 

・拓殖大学と就職支援協定を締結 

・山口県、山口労働局及び山口県社会保 

険労務士会の三者による「働き方改革 

の推進に関する連携協定」を締結 

平成31年 1月 山口しごとプラン策定 

(2019年) 2月・ひかりソフトパーク完売 

・「やまぐちバイオ関連産業推進協議会」 

を設置 

3月・やまぐち商工業振興プラン策定 

・地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター第３期中期計画の県知事認可    

4月 「やまぐちキャッシュレス化実現会議 

」を設置 

令和元年 5月 「オールやまぐち！県産品売り込み会 

(2019年)   議」を設置 

7月 山口県産業技術センターに「宇宙デー 

タ利用推進センター」を設置 

10月 やまぐち産業維新展開催 

令和２年 2月 中央大学と就職支援協定を締結 

(2020年) 5月・(株)トクヤマが柳井市に「先進技術事 

業化センター」開設を決定 

・神戸女子大学・神戸女子短期大学と就 

職支援協定を締結 

8月 「やまぐち就職氷河期世代活躍支援プ 

ラットフォーム」を設置 

令和３年 1月 「やまぐち地域活性化雇用創造推進協 

(2021年)   議会」を設置 

3月・やまぐち産業イノベーション戦略（第 

１次改定版）策定 

・地域活性化雇用創造プロジェクト開始 

5月 山口しごとセンターが山口市産業交流 

拠点施設に移転 

6月 やまぐち産業振興財団が山口市産業交 

流拠点施設に移転 

10月 山口県産業技術センターが台湾の 

PlasticsIndustryDevelopmentCenter 

と了解覚書を締結 

令和４年 4月 山口県産業技術センターの組織の再編 

(2022年) 6月 山口県産業団地整備方針策定 

7月 山口県産業技術センターが九州工業大 

学社会ロボット具現化センターと包括 

連携協定を締結 

8月 山口県産業技術センターにテレワーク 

スペース「YY!ARCH」を設置 

10月・やまぐちコンビナート低炭素化構想策  

定 

・広島文教大学と就職支援協定を締結 

        11月 山口県産業技術センターが艦艇装備研 

究所と研究協力協定を締結 

令和５年 3月・山口大学・やまぐち産業振興財団・山 

(2023年)   口県産業技術センター包括的連携・協 

力協定を締結 

・やまぐち産業労働プラン策定 

・やまぐち産業脱炭素化戦略策定 

・東部地域産業振興センター（仮称）整 

備基本計画策定 

4月・行政組織の再編（産業戦略部と商工労 

働部を一体化し産業労働部を設置） 

・山口県産業技術センターに「水中ロボ 

ット技術研究会」を設置 

8月・「やまぐち半導体・蓄電池産業ネットワ 

ーク協議会」を設置 

・広島女学院大学と就職支援協定を締結 

10月 ㈱日立ハイテクの工場増設決定 

12月 企業誘致における投資額が過去最高の 

約1,229億円を記録 

令和６年 2月 やまぐち産業振興財団・山口県産業技 

(2024年)   術センターが台湾電子設備協会・工業 

技術研究院と半導体関連産業等に関す 

る技術交流と市場拡大を目的とした協 

力覚書を締結 

3月・やまぐち産業イノベーション戦略（第 

２次改定版）策定 

・地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター第４期中期計画の県知事認可 

4月 山口県地域未来投資促進基本計画策定 
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１ 産業労働部連絡先一覧 A  
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２ 各課・室の業務内容 A 
 

課・室  主 な 業 務 内 容 

産 業 政 策 課 

・産業(農林水産業を除く)及び労働に関する施策の総合企画及び調整に関すること 

・産業経済動向等の把握に関すること 

・火薬類の取締り、採石、砂利の採取、電気工事士及び電工事業者に関すること 

・電源及び石油貯蔵施設の立地調整等に関すること 

・大阪事務所及び計量検定所に関すること 

産業脱炭素化推進室 ・産業分野における脱炭素化に関する施策の企画、総合調整及び推進に関すること 

企業立地推進課 

・企業等の誘致に関すること 

・産業団地等の整備に関すること 

・工場立地の適正化に関すること 

経 営 金 融 課 

・中小企業振興の基本的施策の企画及び調整に関すること 

・商業の振興、小売商業及び中小企業分野の調整に関すること 

・商工会議所、商工会、中小企業等協同組合その他中小企業団体等に関すること 

・中小企業の創業及び経営革新の支援に関すること 

・地場産業の振興に関すること 

・中小企業金融に関すること 

・信用保証協会に関すること 

・貸金業に関すること 

イノベーション 

推 進 課 

・新産業及び新事業の振興に関すること 

・貿易の振興に関すること 

・産業技術及び科学技術の振興に関すること 

・工業の振興に関すること 

・国際総合センターに関すること 

・地方独立行政法人山口県産業技術センターに関すること 

労 働 政 策 課 

・労働及び雇用に関する施策の企画及び調整に関すること 

・労働者の福祉に関すること 

・労働教育及び労働相談に関すること 

・若者・女性・高齢者・障害者等の雇用対策に関すること 

・働き方改革の推進に関すること 

・山口しごとセンターに関すること 

産 業 人 材 課 

・産業人材の育成・確保に関すること 

・職業能力開発に関すること 

・職業に必要な技能についての啓発等に関すること 

・職業能力開発校に関すること 
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３ 産業労働施策の普及啓発 

◎ やまぐち県政出前トーク 

 県民・事業者の皆様からの要請に応じて県の施策や事業について説明
する「やまぐち県政出前トーク」を活用し、本県の産業労働行政に関す
る 14 テーマについて、担当者が直接説明に伺います。 

 

担当課・室 テーマ 内    容 

産    業 

政 策 課 
山口県の産業力 山口県の産業の姿や産業振興の取組 

産    業 

脱炭素化 

推 進 室 

産業の脱炭素化に向け

た取組 

県内産業の状況、産業の脱炭素化に向けた県の

取組や支援策 

経    営 

金 融 課 

大規模小売店舗周辺の

生活環境の保持 

「大規模小売店舗の立地に関するガイドライ

ン」による、大規模小売店舗における良好な生活

環境の保持等に向けた県の取組 

円滑な事業承継に向け

た取組 

事業承継の準備の意識づけから実行まで、円滑

な事業承継に向けた取組 

創業・スタートアップ

支援 

多様な創業希望者やスタートアップを支援する

各種制度や施策 

生産性向上の取組支援 
デジタル技術を活用した新サービスや新事業

の創出、生産性向上等の取組 

中小企業への金融支援 
中小企業に対する県中小企業制度融資や中小企

業の信用力を補完する保証制度 

イノベーション 

推 進 課 

中小企業の海外展開支援 中小企業の海外展開に係る県・関連機関の支援施策 

宇宙利用産業の振興に

向けた取組 

衛星データを様々な分野で活用する新事業の創

出に向けた支援施策 

次世代産業の集積に向

けた取組 

産学公連携による研究開発の推進等、今後の成長が

期待される次世代産業の育成・集積に向けた取組 

労    働 

政 策 課 

若者の就職支援 
「山口しごとセンター」をはじめとする、若者等

の就職支援対策への取組 

働き方改革の推進 

長時間労働の縮減、ワーク・ライフ・バランスの

推進、労働生産性の向上など働き方改革をめぐ

る県内外の動向や県の施策、企業の取組事例 

産    業 

人 材 課 

中小企業の中核人材確

保 

中小企業の経営課題解決に必要な経営人材や即

戦力となる専門人材の確保に向けた取組 

ものづくりを中心とし

た産業人材の育成 

企業内の技能者育成の支援や、次代を担う小・

中・高校生を対象とした技能指導など、ものづく

りを中心とした産業人材育成の取組 

〔申込･問合先〕広報広聴課（広聴企画班） 083-933-2560 

 

 



- 94 - 
 

A AA A 産業労働施策の普及啓発 

 
  集い！磨き合い！はばたく！未来創造空間 
◎ やまぐち創業応援スペース「mirai365」 

 mirai365では、多様な創業の場と 

施設マネージャーによるワンストップ

支援体制を提供し、関係機関と連携し

て創業をサポートしています。 

他にもDX支援機能や、令和６年度か

らは女性起業家の成長支援も加わり、

より充実した支援を行っています。 
 
 

 

［施設概要］ 

〒753-0087 山口市米屋町 2-7 

TEL 083-902-1365 FAX 083-902-1366 

E-mail：contact@mirai365.jp 

Web サイト：https://mirai365.jp 

 
    

多目的スペース 
創業者や創業を志す方、事

業拡大をめざす方などが

集い、つながり、高め合う

場として、セミナーやイベ

ントを開催しています。 

コワーキングスペース 
オープンスペースで仕事

をしながら、他の利用者と

アイデアや情報を交換す

ることができるコミュニ

ティスペースです。 

シェアオフィス 
２４時間利用でき、法人登

記や住所利用、電話番号の

取得など充実したビジネ

ス環境で本格的な事業展

開をサポートします。 

Web 会議 BOX 
外部に音漏れすることの

ないクローズド環境にて

テレワークによるWeb会議

や電話、１人での作業など

に集中できます。 

    

ミーティングルーム 
複数人での会議やミーテ

ィングなどにお使いいた

だけます。（定員８名） 

Web 会議システムや大型モ

ニターを完備しています。 

やまぐち良品プレイス 
地場産品のテストマーケ

ティングや展示を通じて

「やまぐち」ならではの魅

力などを発信するスペー

スです。 

やまぐちポケットマーケット 
商店街という立地を生か

して創業したい方に、低コ

ストで店舗スペースを提

供し、円滑な独立開業に向

けた支援を行います。 

カフェ 
コーヒーを飲みながら仕

事や商談をしたり、ポケッ

トマーケットをご利用の

際の休憩など、どなたでも

ご利用いただけます。 

  
 詳しくは「mirai365」で検索！ mirai365  

     
〔担当課・室〕経営金融課（経営支援班） 083-933-3180 

 

山口市による情報発信・創業支援 



 



 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

山口県ＰＲ本部長 

「ちょるる」 

 


